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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高及び営業収入には消費税等は含まれておりません。  

２．当社の連結財務諸表は、米国預託証券の発行等に関して要請されている会計処理の原則及び手続並びに表示

方法、すなわち、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき作成されております。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高及び営業収入 (百万円) 111,870 119,599 133,743 262,137 280,279 

営業利益 (百万円) 7,462 10,115 13,042 2,481 28,145 

税引前中間(当期)利益 (百万円) 14,335 9,884 13,075 8,438 27,567 

中間(当期)純利益 (百万円) 6,964 5,114 6,288 23,008 16,211 

純資産額 (百万円) 133,941 165,947 177,449 163,815 174,662 

総資産額 (百万円) 304,021 280,535 305,246 302,637 304,657 

１株当たり純資産額 (円) 1,027.89 1,209.39 1,292.48 1,194.41 1,272.54 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 53.45 37.28 45.81 175.86 118.15 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) 53.44 37.27 45.80 175.80 118.09 

自己資本比率 (％) 44.1 59.2 58.1 54.1 57.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,312 3,821 7,159 23,879 31,824 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 7,170 △7,230 △10,580 △7,266 △11,098 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △23,899 △22,330 △5,349 △38,330 △33,212 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(百万円) 75,678 43,347 49,088 68,694 57,333 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

4,698 

(7,222)

5,215 

(7,641) 

5,364 

(7,235)

5,127 

(7,091) 

5,181 

(6,865)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．第34期、第35期、第35期中及び第36期中の平均臨時雇用者数については、重要性が乏しいため記載を省略し

ております。 

３．当社は、平成18年３月31日付でデジタルエンタテインメント事業を会社分割し、純粋持株会社体制に移行し

ておりますので、第35期中以降は純粋持株会社としての数値となっております。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 51,016 4,727 17,952 122,591 7,196 

経常利益 (百万円) 9,408 2,475 15,500 19,291 1,278 

中間(当期)純利益 (百万円) 11,197 2,278 14,708 16,572 988 

資本金 (百万円) 47,398 47,398 47,398 47,398 47,398 

発行済株式総数 (千株) 139,531 143,555 143,555 143,555 143,555 

純資産額 (百万円) 149,486 144,061 150,228 153,339 139,179 

総資産額 (百万円) 203,217 171,291 175,350 202,303 168,423 

１株当たり純資産額 (円) 1,147.20 1,049.89 1,094.21 1,092.15 1,014.02 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 85.93 16.40 107.15 124.75 7.16 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) 85.92 16.39 107.13 124.71 7.15 

１株当たり配当額 (円) 27.00 27.00 27.00 54.00 54.00 

自己資本比率 (％) 73.6 84.1 85.7 75.8 82.6 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

1,960 

(314) 

21 

(－) 

65 

(－) 

39 

(－) 

21 

(－) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(3) 労働組合の状況 

 当社及び国内連結子会社(株式会社コナミスポーツ＆ライフを除く)では、労働組合は結成されておりません。 

なお、株式会社コナミスポーツ＆ライフの労働組合の状況は次のとおりであります。 

(イ)名称     コナミスポーツ＆ライフユニオン 

(ロ)上部団体名  ＵＩゼンセン同盟 

(ハ)結成年月日  昭和57年10月19日 

(ニ)組合員数   842名(平成19年９月30日現在) 

(ホ)労使関係   労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業別セグメントの名称 従業員数（人） 

デジタルエンタテインメント事業 3,004 (594) 

健康サービス事業 1,545 (6,527) 

ゲーミング＆システム事業 328 (－) 

その他の事業 278 (102) 

全社（共通） 209 (12) 

合計 5,364 (7,235) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 65   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当社グループに関連する娯楽産業(エンタテインメント)におきましては、新型家庭用ゲーム機の普及が進むととも

に、依然として携帯型ゲーム機に対する需要も高く、家庭用ゲームソフト市場は活況を呈しております。また、それ

ぞれのゲーム機が持つ異なる特徴を活かした新たなジャンルのゲームソフトが増加したことにより、従来のユーザー

に加え、年齢・性別を問わずユーザー層の拡大が進んでまいりました。平成19年９月に開催された「東京ゲームショ

ウ2007」においては、国内・海外を合わせ出展社数が過去 多となり、来場者数についても過去 高を記録するな

ど、大きな盛り上がりを見せました。 

 健康産業におきましては、高齢化社会に備えた介護予防重視、団塊世代の退職開始、生活習慣病予防として平成20

年度から「特定健診・保健指導」が実施されることなど、社会的な背景から健康の維持・増進に対する需要が高まっ

ております。 

 このような状況のもと、デジタルエンタテインメント事業におきまして、家庭用ゲームソフトでは、平成19年４月

に「プロ野球スピリッツ４」をプレイステーション３で発売したのを皮切りに、「実況パワフルプロ野球」シリーズ

を新たにWii向けにも発売するなど、新型家庭用ゲーム機を含めたマルチプラットフォーム展開により、各ゲーム機

毎の特徴を活かした新たな遊び方を提案し、順調な販売を記録いたしました。また、「ウイニングイレブン」(欧州

名「PRO EVOLUTION SOCCER」)シリーズも堅調な販売を記録いたしました。さらに、アミューズメント施設向け商品

の販売も依然順調で、定番商品である「麻雀格闘倶楽部６」などのビデオゲームをはじめ、メダルゲームにおける

新作が市場で好評を得ております。 

 健康サービス事業におきましては、健康増進や介護予防への関心を高めている団塊世代をはじめ、あらゆる世代の

健康を支援する各種プログラム・健康商品の拡充、オリジナルIT健康管理システムの導入を推進する等、施設面・サ

ービス面の両方の向上に努めてまいりました。また、受託施設についても、当社の持つノウハウと実績が日本全国で

依然広く認知されております。 

 ゲーミング＆システム事業におきましては、これまでも実施してきた北米での基盤強化を中心に、市場の拡大に対

応すべく、コンテンツの拡充を行い収益構造の安定化に努めてまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高及び営業収入1,337億４千３百万円(前年同期比11.8％増)、営

業利益130億４千２百万円(前年同期比28.9％増)、税引前中間利益130億７千５百万円(前年同期比32.3％増)、中間純

利益62億８千８百万円(前年同期比23.0％増)となりました。 



(2) 事業別セグメントの業績 

事業別売上高及び営業収入(セグメント間含む)要約版 

(デジタルエンタテインメント事業) 

 ゲームソフトでは、国内で発売した「プロ野球スピリッツ４」、「実況パワフルプロ野球14」、「Jリーグ ウイニ

ングイレブン2007 クラブチャンピオンシップ」等の当社グループが得意とするスポーツタイトル、

「pop'n music14 FEVER！」等の音楽タイトル、「きらりん☆レボリューション めざせ！アイドルクイーン」といっ

たアニメタイトル等、多彩なラインナップが順調な売上を記録いたしました。欧州では

「METAL GEAR SOLID PORTABLE OPS」、前期発売の「PRO EVOLUTION SOCCER６」が引き続き好調な売上を記録いたし

ました。また、北米では「DanceDanceRevolution」シリーズが引き続き堅調に推移いたしました。 

 トイ＆ホビーでは、定番商品である「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズを引き続きワールドワイドで

展開し、売上が堅調に推移いたしました。また、平成19年４月から放映開始されているアニメコンテンツ「ブルード

ラゴン」や「ハヤテのごとく！」、「天元突破グレンラガン」のカードゲーム商品のシリーズ展開を開始した他、オ

リジナルコンテンツのフィギュア商品「武装神姫」は、オンラインゲームとの連携強化についても好評を博しており

ます。 

 アミューズメントでは、ビデオゲームにおいて、全国のアミューズメント施設をネットワークで結ぶ“e-

AMUSEMENT”サービスを利用した商品として、当社の家庭用ゲームとして人気を誇るホラーコンテンツ「サイレント

ヒル」を使用したガンゲーム「サイレントヒル・アーケード」を発売し、順調な売上を記録しております。また、オ

ンライン対戦型麻雀ゲーム「麻雀格闘倶楽部６」の新型筐体を発売した他、定番の音楽ゲームでは、シリーズ 新作

「GuitarFreaksV4」、「DrumManiaV4」を発売し、順調な売上を記録しております。メダルゲームでは、新感覚の冒

険シミュレーションRPG「モンスターゲート」シリーズの 新作「エターナルナイツ」、ピンボールの要素を取り入

れ新抽選機構を搭載した中型プッシャー機「SPINFEVER」を発売し、市場で高い評価を得ております。 

 オンラインでは、近年の携帯電話端末の大容量化・高機能化に伴い、「スーパーリッチコンテンツ展開」をキーワ

ードに「コナミネットDX」、「パワプロワールド」等のサイトにおいて「ときめきメモリアル２」、「モバイル・パ

ワフルプロ野球公式ライセンス版2007」等のアプリ配信を進めてまいりました。また、アニメコンテンツとの同時展

開も積極的に行っており、「鋼鉄三国志」、「天元突破グレンラガン」、「セイントオクトーバー」等のタイトルを

携帯電話向けゲームアプリとしてTV放映と同時に展開し、多くのお客様より大変ご好評を頂いております。 

 マルチメディアでは、人気ゲームソフトやアニメに連動したゲーム攻略本・関連書籍・DVD・音楽CD等を発売し堅

調に推移いたしました。 

 以上の結果、当事業の連結売上高は739億７千８百万円(前年同期比16.4％増)となりました。 

(健康サービス事業) 

 スポーツクラブ施設運営では、直営施設運営事業において、個人の運動履歴や健康増進のためのデータを管理する

IT健康管理システム「e-エグザス」の導入拡大、ダイエットプログラム「バイオメトリクス」、生活習慣病対策「６

WEEKS」、高齢者向け「はつらつ健康塾」等のプログラムの更なる推進とともに、エアロビクスプログラムを安全性

や運動効果を考えリニューアルする等、施設とプログラムの改善により、より高品質なサービスの提供に努めてまい

りました。また、受託施設運営事業では、刈谷(愛知)、和光(埼玉)、世田谷(東京)等の７施設を加え、コナミグルー

プの実績やノウハウを活かした公共施設等の運営を行い、地域社会の健康増進に積極的に取り組んでまいりました。

この結果、平成19年９月末現在、直営施設と受託施設を合わせ全国319施設になりました。 

 健康商品事業では、USB接続型多機能歩数計「e-walkeylife２」、TV接続型健康管理ツール「健身計画TV」、PC対

応ソフト「健身計画２」等、IT管理ツールに対応した商品を販売しております。また、スポーツシーンに合わせたオ

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

  
前年同期増減率 

  

区分 金額（百万円） 金額（百万円） （％）  

デジタルエンタテインメント事業 63,540 73,978 16.4 

健康サービス事業 44,445 43,899 △1.2 

ゲーミング＆システム事業 7,718 7,600 △1.5 

その他の事業又は全社・消去 3,896 8,266 112.2 

連結合計 119,599 133,743 11.8 



リジナルサプリメントを販売し、多様化する健康ニーズへ商品拡充を進めてまいりました。 

 平成19年７月よりコナミスポーツクラブの会員に向けて、ホテルや旅行、遊園地等のレジャー施設や健康診断な

ど、6,000種類以上のサービスの優待利用を開始し、コナミスポーツクラブ会員証の付加価値向上を図りました。 

    以上の結果、当事業の連結売上高は438億９千９百万円(前年同期比1.2％減)となりました。 

(ゲーミング＆システム事業) 

 ゲーミング＆システム事業におきましては、カジノ合法化地域の拡大と既存市場の安定的成長を背景に、今年新た

にライセンス取得したロードアイランド州での機器販売等、定番化した「K2V」シリーズの販売が順調に推移してお

ります。一方、主要州における設置台数に上限が設けられたり、税制改正の動きのある豪州市場では、安定的成熟化

に向かう中で既存顧客に対するサービスの向上を図りながら、豪州国内及び海外における市場開拓と新規顧客の獲得

を進めております。 

 平成19年６月にマカオで初めて開催された「Global Gaming Expo Asia」、８月にシドニーで開催されたオセアニ

ア地域 大のカジノ見本市「Australasian Gaming Expo」において、Konami Gaming Inc.(ラスベガス)と

Konami Australia Pty Ltd(シドニー)とが共同出展し、北米市場で人気の高いプログレッシブ商品「ミスティカル・

テンプル」や「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」が来場者からの注目を集めました。今後も世界的な市場

成長に対応すべく、北米においてはパーティシペーション(プロフィットシェア形式の機器販売方法)や「コナミ・カ

ジノ・マネジメント・システム」の保守サービスによる安定収益の確保を図るとともに、発展中のアジア、南米、欧

州等の市場に対応したグローバルな開発体制の構築を進めながら、現在推進中のOEMをはじめとする他社との戦略的

提携等も視野に入れ、業績拡大を図ってまいります。 

  以上の結果、当事業の連結売上高は76億円(前年同期比1.5％減)となりました。 

(3) 所在地別セグメントの業績 

(日本) 

 デジタルエンタテインメント事業において、「実況パワフルプロ野球14」等のスポーツタイトルや音楽タイトル、

アニメタイトル等のゲームソフト商品が順調に推移したほか、「麻雀格闘倶楽部６」をはじめとしたビデオゲームや

メダルゲーム等のアミューズメント施設向け商品の販売も順調な売上を記録いたしました。また、健康サービス事業

においては、収益が安定的に推移し、営業利益率が向上いたしました。 

 以上の結果、連結売上高及び営業収入は1,162億５千万円(前年同期比9.0％増)、営業利益は141億３千４百万円(前

年同期比23.8％増)となりました。 

(北米) 

 デジタルエンタテインメント事業において、「DanceDanceRevolution」シリーズが堅調に推移したほか、ゲーミン

グ＆システム事業においては、「K2V」シリーズの販売が順調に推移し、また、パーティシペーションや「コナミ・

カジノ・マネジメント・システム」の保守サービスによる安定収益の確保に努めました。 

 以上の結果、連結売上高及び営業収入は142億１千万円(前年同期比15.2％増)、営業損失は５億８千７百万円(前年

同期比40.9％減)となりました。 

(欧州) 

 デジタルエンタテインメント事業において、前期に発売した「PRO EVOLUTION SOCCER６」の販売が引き続き順調な

売上を記録したほか、定番化した「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズも堅調に推移いたしました。 

 以上の結果、連結売上高及び営業収入は64億５千７百万円(前年同期比20.6％増)、営業損失は９億１千６百万円

(前年同期比32.3％減)となりました。 

(アジア・オセアニア) 

 豪州のゲーミング＆システム事業において、市場が安定的成熟化に向かう中で、既存顧客に対するサービスの向上

を図りながら、豪州国内及び海外における市場開拓と新規顧客の獲得に努めました。 

 以上の結果、連結売上高及び営業収入は36億５千９百万円(前年同期比0.2％減)、営業利益は３億３千９百万円(前

年同期比14.9％増)となりました。 



(4) キャッシュ・フロー 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の概況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比較して82億４

千５百万円減少し、当中間連結会計期間末には490億８千８百万円(前年同期比13.2％増)となりました。 

 また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  当中間連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、71億５千９百万円(前年同期比87.4％増)となりまし

た。 

 これは主として、売上債権や仕入債務に係る資金収支の減少があった一方で、中間純利益や未払税金の増加があっ

たこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間において投資活動により使用した資金は、105億８千万円(前年同期比46.3％増)となりまし

た。 

 これは主として、事務所の移転に伴う差入保証金の増加や設備投資等のために資本的支出を行ったこと等によるも

のであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は、53億４千９百万円(前年同期比76.0％減)となりまし

た。 

 これは主として、社債の償還や配当金の支払による支出があった一方で、社債の新規発行を行ったこと等によるも

のであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,821 7,159 

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,230 △10,580 

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,330 △5,349 

為替変動の現金及び現金同等物に対する

影響額 
392 525 

現金及び現金同等物の純増減(△)額 △25,347 △8,245 

現金及び現金同等物の中間期末残高 43,347 49,088 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．上記の金額は、売上原価により算出しております。 

(2) 受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期増減率（％） 

デジタルエンタテインメント事業 46,225 14.2 

健康サービス事業 37,785 △2.5 

ゲーミング＆システム事業 3,538 △2.0 

その他の事業 8,964 50.1 

合計 96,512 8.7 

事業別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期増減率（％） 

デジタルエンタテインメント事業 73,210 16.5 

健康サービス事業 43,740 △1.5 

ゲーミング＆システム事業 7,600 △1.5 

その他の事業 9,193 97.4 

合計 133,743 11.8 



３【対処すべき課題】 

 市場環境の変化に対応する強固な組織の構築 

 当社グループが事業を展開しております「デジタルエンタテインメント事業」、「健康サービス事業」、「ゲーミ

ング＆システム事業」におきましては、ネットワーク環境整備が進む中で、ユーザーの様々な情報が共有されるよう

になり、嗜好の多様化とともにコミュニティの形成が進んでおります。 

 めまぐるしく変化する市場環境に適切に対応し、柔軟かつ機動的な事業体へと進化するため、当社グループは純粋

持株会社体制に移行しグループの経営と各事業の業務執行を明確に分離しております。また、各事業においてユーザ

ーの変化にいち早く対応できる体制構築、企業価値向上に努めてまいりました。今後、更なる業務の効率化を図ると

ともに、グループ内のコミュニケーションの促進によるグループの一体化を目指し、平成19年４月に、これまで都内

各所に分散していた事業所を東京ミッドタウンに集約いたしました。これによって、よりスピード感溢れるグループ

経営を推進してまいります。 

 収益性の向上と成長分野への経営資源投入 

 デジタルエンタテインメント事業におきましては、ハードメーカーによる家庭用新型プラットフォームが出揃いま

したが、各プラットフォームは、それぞれ特徴を持った新しい遊び方の提案を行っております。これによって、これ

までゲームにあまり興味を示さなかったユーザーが増加し、ユーザー層の広がりを見せております。また、これまで

のように一つの家庭用プラットフォームが全世界的にリードするという構図から、国または地域ごとにユーザー嗜好

を捉えたソフトを供給できるプラットフォームが、他のプラットフォームをリードする状況となってきております。

さらに、家庭用、業務用、携帯電話、パソコン等の様々なプラットフォームにおいてオンライン環境が整い、ネット

ワークによる繋がりを重視した新しい遊び方を求めるユーザーが増加してきております。 

 当社グループでは、それぞれの国または地域のニーズにあった製品・サービスの供給を進めるべく、地域制作体制

の強化を一層努めてまいります。コンテンツ発信におきまして中心的な役割を担っております株式会社コナミデジタ

ルエンタテインメントの社内制作体制についても見直しを行いました。ネットワークインフラの強化、そして、コン

テンツの価値を 大化し、地域ごとのニーズに積極的に対応できるプロダクション制にシフトすることにより、変化

に対応した成長維持を図ってまいります。 

 健康サービス事業においては、健康志向の高まりと団塊世代の退職による余暇時間の拡大を背景に、コナミスポー

ツクラブの出店及び受託事業を加速してまいりました。また、前期に当社グループの連結子会社となったコンビウェ

ルネス株式会社とも連携し、高齢化社会の到来による介護予防の需要にも応えてまいります。今後更なる成長を図っ

ていくためには、スポーツクラブ、外出先、家庭での様々な生活場面における運動履歴や健康増進のためのデータを

継続的に提供することで、健康づくりをサポートするオリジナルIT健康管理システムの強化やサプリメントの提供と

いった付加価値づくりにも積極的に取り組んでまいります。 

 ゲーミング＆システム事業がビジネス展開しておりますカジノ市場は、世界各国、地域で合法化が進み、年々その

数は増加しております。これにより、スロットマシンの製造、販売、カジノマネジメントシステムのサービスを提供

する当社グループにとって、ビジネスチャンスが継続的に拡大しております。今後は、他社との戦略的提携等も視野

に入れ、業績拡大を図ってまいります。 

 当社グループは、既存のデジタルエンタテインメント事業、健康サービス事業、ゲーミング＆システム事業に加え

て、中長期的に成長が見込まれる新たな分野も視野に入れながら、 適な経営資源の投入を図ってまいります。 

 買収防衛策について 

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

(1) 当社の事業特性(企業価値の源泉) 

 当社グループは、企業理念として、「世界中の人々への『価値ある時間』の創造と提供を通して、常に期待される

企業集団を目指す」ことを掲げ、「株主重視」、及び「株主を含むステークホルダーとの良好な関係の維持、並びに

良き市民としての社会貢献」を経営方針としております。『価値ある時間』の創造と提供を通して、世界中の人々に

夢と感動をお届けしたいという今日の礎を築いた私たちの思いは、いつの時代にも流されることのない不変の企業理

念であります。 

 当社グループが事業を展開しております「デジタルエンタテインメント事業」、「健康サービス事業」、「ゲーミ

ング＆システム事業」におきましては、ネットワーク環境整備が進む中で、ユーザーの様々な情報が共有されるよう

になり、嗜好の多様化とともにコミュニティーの形成がグローバルに進んでおります。 

 我々は自ら作り出す製品・サービスを「娯楽」、「健康」の領域で 大化すべく、平成18年３月31日に持株会社体

制に移行し、経営と執行を明確に分離し、各事業におきましてユーザー変化にいち早く対応できる体制構築、企業価



値向上に努めてまいりました。今後、更なる業務の効率化を図るとともに、グループ内のコミュニケーションの促進

によるグループの一体化を目指し、平成19年４月に、これまで都内各所に分散していた事業所を東京ミッドタウンに

集約いたしました。 

 当社グループでは、「国際基準」、「公正な競争」、「高収益の追及」を経営の具体的な指針として、グループ経

営資源の 適活用をより一層目指し、これらの企業価値の源泉を継続的・安定的に成長・拡大していくことにより、

企業価値・株主共同の利益の確保、向上に努めてまいります。 

(2) 基本方針 

 当社は、公開会社として当社株式の売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行

うか否か、ひいては会社を支配する者の在り方は、 終的には株主の皆様の意思に基づき決定するべきものと考えて

おります。一方で、当社は、前記(1)で述べた、企業価値の源泉となり株主共同の利益を構築している経営資源の蓄

積を 大限に生かし、当社グループのブランド価値を高めていくためには、中長期的観点からの安定的な経営及び蓄

積された経営資源に関する十分な理解が不可欠であると考えております。従って、当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者に、これらに関する十分な理解なくしては、当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損されるおそれが

あると考えております。 

 この点、当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようIR活動に努めておりますも

のの、突然大規模な買付行為がなされたときに、株主の皆様が適切に大規模な買付行為に応じるか否かの判断を行う

ためには、当社取締役会からの情報提供に加え、かかる大規模な買付行為者から十分な情報を提供いただき、当社の

事業特性を十分に理解している当社取締役会がこれに対する評価・意見等を提供することにより、株主の皆様が適切

な判断を行うために必要かつ十分な情報及び時間が確保されることが極めて重要になるものと考えております。さら

に、当社株式の継続保有をお考えの株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える

当社の経営に参画したときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当

社株式の継続保有を検討するうえで重要な判断材料となると考えております。こうした観点から、当社は、企業価値

及び株主共同の利益の確保と向上のために、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の判断のために、当社が

設定し事前に開示する一定のルール(詳細については、後記３．(4)をご参照ください。以下「大規模買付ルール」と

いいます。)に従って、買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会におけ

る一定の評価期間を経過した後にのみ当該買付行為を開始する必要があると考えております。 

 以上を踏まえ、当社は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、または、大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守する場合であっても、例外的に当社の企業価値または株主共同の利益を著しく損なうおそれが存する場

合には、かかる大規模買付者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及び

定款によって許容される限度において相当な措置を講じることにより、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・

向上をはかることが必要であると考えております。 

２．当社の財産の有効活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み 

(1) 持株会社体制への移行 

 当社グループではここ数年さまざまな改革を進め、ゲームソフト制作子会社や販売子会社との合併によるデジタル

エンタテインメント事業の再編を行い、健康意識の高まりに対する健康サービス事業の再編などにより、10年先を見

据えた独自の経営戦略を展開するための体制整備に努めてまいりました。そして、その総仕上げとなるグループ再編

として、当社及び当社グループは、平成18年３月31日に持株会社体制に移行し、「デジタルエンタテインメント事

業」、「健康サービス事業」、「ゲーミング＆システム事業」の３つの事業を柱とした持株会社体制のもと、新たな

経営をスタートいたしました。持株会社体制を選択した理由は、めまぐるしく変化する市場環境に対応するために、

当社グループも柔軟かつ機動的な事業体へと進化する必要があると判断したためであります。会計基準の国際標準化

が本格的な連結経営への移行を要求する一方、ブロードバンドの普及やデジタル技術・通信技術の革新などに伴い、

ユビキタス情報社会はエンタテインメント業界にも深く浸透してまいりました。また、高齢化の進展や医療・福祉制

度改革などを背景に、人々が自らの健康を維持・管理することへの関心はますます高まっております。今後、持株会

社がグループ全体の経営戦略の策定、各事業会社における業務執行状況のチェックなどの機能を担う一方、事業会社

は会社の事業領域の中でタイムリーな意思決定を行うことにより、時代の変化を先取りする経営を実践してまいりま

す。そして、持株会社体制のメリットである「経営の透明性のさらなる向上」、「機動的な経営体制の構築」、「徹

底した収益責任体制の構築」を 大限に実現し、グループ企業価値及び株主価値の向上とともに当社グループに課せ

られた社会的責任を果たしたいと考えております。 

 当社は、以上の取組みにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図ってまいります。 



(2) 中期計画の策定 

 当社は、平成21年３月期の中期計画として、連結売上高3,300億円、連結営業利益450億円、連結当期純利益260億

円を掲げております。この中期計画を達成するため、デジタルエンタテインメント事業では、常に新しい魅力あるコ

ンテンツの創造を目指すと同時に、ユーザーに支持されるコンテンツの多面展開を積極的に推進し、利益の 大化を

図ってまいります。健康サービス事業は、減損費用の計上などを行ったことで改善した収益体制を元に、より効率的

な施設運営を行うことに加え、フィットネスマシンや介護予防関連機器、サプリメントなどの健康関連商品の販売や

高齢者向け事業、健康増進事業などの新規事業に注力いたします。ゲーミング＆システム事業では、世界的に拡大す

る市場にゲーミング機器を展開すると同時に、カジノマネジメントシステムやプロフィットシェア形式の販売による

定期収入源の確保で安定した収益基盤を築いた上で事業展開いたします。以上のように、それぞれに成長性のある３

つの事業を強力に推進することで、中期計画を達成できるものと確信しております。 

 以上の中期計画に基づく取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なう大規模買付者が現れる危険

性を低減するものとして、前記１．(2)の基本方針に沿うものと考えております。 

(3) コーポレートガバナンスの強化 

 当社では、「株主重視」及び「株主を含むステークホルダーとの良好な関係の維持、並びに良き市民としての社会

貢献」を経営の基本方針としております。これを維持・発展させていくためにコーポレートガバナンス体制の強化は

不可欠であると認識し、常にその時々で も厳しい基準に準拠した体制整備に取り組んでおります。ここ数年、コー

ポレートガバナンスに係る法制度は急速に変化しておりますが、当社では平成14年に厳格な上場基準を採用するニュ

ーヨーク証券取引所へ上場し、監査制度やコーポレートガバナンス、ディスクロージャーなどの規制強化を目的に制

定された米国企業改革法(SOX法)に対応する体制を整備いたしました。その後、SOX法に伴う形で日本国内において実

施される日本版SOX法に対応する準備も着々と進めております。また、こうした体制整備においては、実効性を伴っ

た機能する仕組みづくりと、社員一人ひとりの高い倫理観の醸成による、不正が生まれない組織風土の育成を も重

視しております。 

 このような取組みは、当社の企業価値を高めるものであり、その結果、当社の企業価値及び株主共同の利益を著し

く損なう大規模買付者が現れる危険性を低減するものとして、前記１．(2)の基本方針に沿うものと考えておりま

す。 

３．会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

(1) 本プラン導入の必要性及び目的 

 当社は前記２．で述べましたとおり、持株会社体制の下での中長期的経営戦略に基づき、当社の企業価値向上及び

株主共同の利益確保のための取組みを一層推進してまいる所存ですが、近時、株式持合い構造の解消、新しい法制度

の整備や企業文化の変化等を背景として、対象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、

突如として大量の株式の買付けを強行するといった動きが顕在化しつつあります。 

 もとより、前記１．(2)「基本方針」のとおり、当社は、株式公開企業であり、大規模買付行為に応じて当社株式

を売却されるか否かは、 終的に当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。しかし、当社は、

今後も継続的に企業価値を向上させ、株主共同の利益を確保するには、当社グループの各事業がシナジーを創出し、

グループ全体のブランドを高めていくことが重要であり、また、当社グループが長年培ってきた「娯楽」、「健康」

に関する専門知識・技術・ノウハウをはじめとする当社の企業価値の把握は、当社の事業特性に対する理解なくして

は困難と考えております。 

 そこで、前記１．(2)で述べましたとおり、当社は、大規模な買付行為を行う者は、株主の判断のために、当社が

設定し事前に開示する大規模買付ルールに従って、当該行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提

供し、かつ当社取締役会における一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を開始すべきである、と考えてお

ります。 

 一方、平成19年３月31日現在において、当社の発行済株式(自己株式を除く)の約25％は、当社役員が関与する財団

及び法人により保有されております。しかしながら、当社は株式公開会社であることから、当該財団及び法人の意思

決定により、将来、当社株式が譲渡される可能性は否定できません。また、当社グループが今後成長していく過程

で、資本市場からの資金調達を行う可能性もあり、その場合には、上記株主の持株比率が希釈化されることになりま

す。 

 これらの事由にかんがみると、当社の発行する株式の流動性はさらに増し、その結果、株主の皆様、顧客、取引

先、従業員その他利害関係者の利益を含む当社の企業価値を毀損し、ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するよ

うな大規模買付行為がなされる可能性も決して否定できない状況にあります。 



 このような判断のもと、当社は、第35回定時株主総会の決議を受け、本プランを導入することを決定いたしまし

た。 

(2) 本プランの概要 

 本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断を行うための必要かつ

十分な情報及び時間を確保するため、当社取締役会が、大規模買付情報の提供や当社取締役会による評価・検討期間

の確保等を内容とする「大規模買付ルール」(その内容については後記(4)をご参照ください。)を定め、かかる大規

模買付ルールに従い、大規模買付者に対してルールの遵守を求め、また、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守し

ない場合及び遵守した場合につき一定の対応方針を定め、必要に応じて対抗措置として差別的行使条件を付した新株

予約権の無償割当て等の当社の企業価値及び株主共同の利益を守るための適切な措置を実施する、というものであり

ます。なお、対抗措置を発動しない場合は、ルールに定める期間経過後に、株主の皆様の判断を仰ぐこととなりま

す。 

(3) 対象となる大規模買付行為 

 本プランでは、以下の(a)または(b)に該当する行為もしくはこれに類似する行為または提案(以下「大規模買付行

為」といいます。)がなされた場合を適用対象とします。ただし、予め当社取締役会が同意した買付けは含まないも

のとします。なお、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。 

(a) 当社が発行者である株券等(注１)について、保有者(注２)の株券等保有割合(注３)が20％以上となる買付け等 

(b) 当社が発行者である株券等(注４)について、買付け等(注５)に係る株券等の株券等所有割合(注６)及び特別関係

者(注７)の株券等保有割合の合計が20％以上となる買付け等 

 なお、各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権(金融商品取引法第27条の２第８項に規定するものをいい

ます。)及び発行済株式の総数(同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。)は、有価証券報告書、半期報告

書及び自己株券買付状況報告書並びにその他金融商品取引法(同法を承継する法律を含みます。以下同じとします。)

に基づき当社が提出し、公衆の縦覧に供される書類のうち直近に提出されたものを参照することができるものとしま

す。 

注１．金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。以下、別段の定めがない限り同じとします。 

注２．金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます(当社取締役会がこれに該当すると

認めた者を含みます。)。以下同じとします。 

注３．金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。この場合においては、当該保有者の共同保有者(金融商品

取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含み

ます(当社取締役がこれらに該当すると認めた者を含みます。)。以下同じとします。)の保有株券等の数(同法

同条第４項に規定する保有株券等の数をいいます。)も加算するものとします。以下同じとします。 

注４．金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。(b)において同じとします。 

注５．金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。以下同じとします。 

注６．金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。以下同じとします。 

注７．金融商品取引法第27条の２第７項に定義されます(当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。)。

ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府

令第３条第２項で定める者を除きます。以下同じとします。 

(4) 大規模買付ルールの内容 

①大規模買付情報の提供の要求 

 大規模買付者には、買付けの実行に先立ち、当社取締役会に対して、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する

旨の誓約文言等を記載した書面(以下「意向表明書」といいます。)を当社の定める書式により提出していただきま

す。取締役会は、この意向表明書の受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付

情報のリストを大規模買付者に交付します。提出された情報が大規模買付情報として不十分であると当社取締役会が

判断した場合には、必要に応じて後記４．(1)の独立委員会に諮問の上、大規模買付者に対し、適宜回答期限を定め

て、大規模買付情報を追加的に提出するよう求めることがあります。また、大規模買付行為の提案があった事実及び

当社取締役会に提供された情報は、適切と判断される時点で、その全部または一部を開示します。 

 大規模買付者が提供すべき大規模買付情報の項目の一部は以下のとおりであります。 

(a) 大規模買付者及びそのグループ(共同保有者、特別関係者及び(ファンドの場合は)各組合員その他の構成員を含



みます。)の詳細(具体的名称、資本構成、財務内容等を含みます。) 

(b) 買付けの目的、方法及び内容(買付けの対価の価額・種類、買付けの時期、関連する取引の仕組み、買付けの方

法の適法性、買付けの実行の蓋然性を含みます。) 

(c) 買付けの価額の算定根拠(算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報及び買付けに係る一

連の取引により生じることが予想されるシナジー効果の内容(そのうち他の株主に対して分配されるシナジーの

内容を含みます。)及びその算定根拠等を含みます。) 

(d) 買付けの資金の裏付け(買付けの資金の提供者(実質的提供者を含みます。)の具体的名称、調達方法、関連する

取引の内容を含みます。) 

(e) 買付け後の当社及び当社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資本政策及び配当政策 

(f) 買付け後の当社及び当社グループの従業員、労働組合、顧客、取引先、地域社会その他の利害関係者に関する対

応方針 

(g) 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

(h) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律その他の法令等の遵守に関する事項 

(i) その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 なお、意向表明書等の記載を含む、当社取締役会等への一切の情報提供、通知・連絡並びに交渉は、日本語におい

てなされるもののみ、正当なものとします。 

②買付内容の評価検討 

(イ)当社取締役会による評価検討 

 当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付情報の提供を完了した後、大規模買付行為の

評価検討の難易度に応じ、次の期間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案作成のための期

間(以下「買付行為評価期間」といいます。)として与えられるものとします。従って、大規模買付行為は、買付行

為評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。 

(a) 対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての買付けの場合：60日間 

(b) その他の大規模買付行為の場合：90日間 

 買付行為評価期間中、当社取締役会は、必要に応じ外部専門家(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を受け、提供された大規模買付情報を十分に評

価検討し、当社取締役会としての意見を慎重に取りまとめ、公表します。また、必要に応じ大規模買付者との間で

大規模買付行為に関する条件について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様へ代替案を提示することもあり

ます。 

(ロ)独立委員会による検討並びに当社取締役会への勧告 

 当社取締役会は、前記(イ)の評価検討と併せて、大規模買付者から大規模買付情報等の提供を受けた後、独立委

員会に、大規模買付者の買付内容の検討、大規模買付者と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集、比較検討

等及び対抗措置発動の是非等について諮問します。 

 独立委員会は、買付行為評価期間内に、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買

付けの内容等を検討し、後記(5)「大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に基づき、当社取締役会に対して

対抗措置発動の是非を含む勧告を行います。 

 独立委員会は、必要に応じ、買付内容等の検討、取締役会への勧告等に際し、外部専門家の助言を受けることが

できるものとします。また、自らまたは当社取締役会等を通じて、検討資料その他の情報提供、協議等を求めた場

合には、大規模買付者は、速やかにこれに応じなければならないものとします。 

 なお、独立委員会が、買付行為評価期間満了時までに、対抗措置発動または不発動の勧告を行うに至らない場合

には、独立委員会は、大規模買付者の買付け等の内容の検討、大規模買付者との交渉、代替案の検討等に必要とさ

れる合理的な範囲内で、買付行為評価期間を延長する旨の決議を行います。この場合、当社は、当該決議された具

体的期間及びその具体的期間が必要とされる理由を速やかに開示します。また、当該期間延長後、更なる期間の延

長を行う場合においても同様の手続によるものとします。 

③当社取締役会の決議 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限に尊重し、 終的に対抗措置の発動・不発動について決議するものと

します。なお、対抗措置発動の取締役会決議に際しては、事前に監査役の過半数の同意を要するものとします。当社

取締役会は、当該決議を行った場合、速やかに当該決議の内容その他の事項について、情報開示を行います。 



(5) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社取締役会は、大

規模買付行為に対する対抗措置として、当社の企業価値及び株主共同の利益を守るため、会社法その他の法律及び当

社定款で定められている適切な措置をとることがあり、かかる措置として、後記(6)「対抗措置の概要」のとおり、

新株予約権の無償割当てを行うことがあります。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、並びに、対抗

措置の発動の適否及び具体的な方法については、外部専門家等の意見も参考にし、また独立委員会の勧告を 大限尊

重し、当社取締役会が決定します。 

②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であった

としても、反対意見の表明、代替案の提示、当社株主の皆様への説得等を行う可能性はあるものの、原則として当該

大規模買付行為に対する対抗措置は発動しません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様におい

て、当該買付提案の内容及びそれに対する当社取締役会の意見、代替案等をご考慮の上、判断いただくことになりま

す。 

 ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、当社の企業価値または株主

共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、例外的に大規模買付行為に対する対抗措置とし

て、当社の企業価値及び株主共同の利益を守るための適切な措置をとることがあり、かかる措置として、後記(6)

「対抗措置の概要」のとおり、新株予約権の無償割当てを行うことがあります。具体的には、次のいずれかに該当す

ると認められる場合には、大規模買付行為が当社の企業価値または株主共同の利益を著しく損なうものと判断しま

す。大規模買付行為が次のいずれにも該当しないと認められる場合には、当社は対抗措置を発動しません。なお、対

抗措置の発動の適否及び具体的な方法については、外部専門家等の意見も参考にし、また独立委員会の勧告を 大限

尊重し、当社取締役会が決定します。 

(a) 株券等を買い占め、その株券等につき当社に対して高値で買取りを要求するような場合 

(b) 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に大規模買付者の利

益を実現する経営を行うような場合 

(c) 当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用するような場合 

(d) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益をもっ

て、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜けるような場合

(e) 強圧的二段階買付け( 初の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定

し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株券等の買付けを行うことをいいます。)等株主に株券等の売却

を事実上強要するおそれのある買付けである場合 

(f) 買付けの条件等(対価の価額・種類、買付けの時期、買付けの方法の適法性、買付けの実行の蓋然性を含みま

す。)が当社の本源的価値に鑑み、著しく不十分または不適当な買付けである場合 

(g) 当社の持続的な企業価値増大の実現のために必要不可欠な、従業員、顧客、取引先、債権者等の当社に係る利害

関係者との関係を破壊することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれをもたら

す買付けである場合 

③対抗措置発動の停止等について 

 当社取締役会は、必要に応じて大規模買付者と協議・交渉を行い、対抗措置としての新株予約権の無償割当てを決

定した後であっても、大規模買付者から買付提案の判断の基礎になった事項に重要な変更を加える旨の申し出があっ

た場合、大規模買付行為が存しなくなった場合、その他対抗措置の発動が相当ではないと判断した場合には、新株予

約権の無償割当ての中止等、対抗措置の停止を行うことがあります。かかる対抗措置発動の停止等を行う場合に、株

主及び投資家の皆様に与える影響については、後記(9)をご参照ください。 



(6) 対抗措置の概要(新株予約権の無償割当て) 

 本プランにおける、大規模買付行為に対する対抗措置としての新株予約権の無償割当てを行う場合の概要は、次の

とおりであります。 

①割当の対象となる株主及び新株予約権の数 

 新株予約権の無償割当てを行う時に当社取締役会が定める一定の日(以下「割当基準日」といいます。)における

終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された当社以外の株主に対し、その有する株式１株につき新株予

約権１個の割合で、新株予約権の無償割当てをします。 

②新株予約権無償割当ての効力発生日 

 新株予約権無償割当ての決議において当社取締役会が定めます。 

③新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株以内

で当社取締役会が定める数とします。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うもの

とします。 

④割当てる新株予約権の総数 

 新株予約権の割当総数は、割当基準日における当社の発行済株式総数(ただし、同時点において当社の有する当社

株式の数を除きます。)を上限として当社取締役会が定める数とします。 

⑤新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１円以上で当社取締役会が定める額とします。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

⑦新株予約権の行使期間 

 新株予約権無償割当ての決議において、取締役会が定める日を初日とし、１ヵ月間から３ヵ月間までの範囲で定め

る期間とします。 

⑧新株予約権の行使条件 

 次の(a)ないし(d)に掲げる者(以下「非適格者」といいます。)は、原則として新株予約権を行使できないものとし

ます。 

(a) 大規模買付者 

(b) 大規模買付者の共同保有者 

(c) 大規模買付者の特別関係者 

(d) 上記(a)から(c)に該当する者の関連者(実質的にその者が支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支

配下にある者、もしくは協調して行動する者として当社取締役会が認めた者。) 

⑨当社による新株予約権の取得 

 当社は、新株予約権につき、当社取締役会が定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有する新株予約権の

うち、当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換に、新株予約権１個につき

対象株式数の当社株式を交付することができる旨の取得条件を付けることがあります。かかる場合においては、当該

取得がなされた日より後に、新株予約権を有する者のうち、非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場

合には、当社による取得がなされた日より後の当該当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、当該者の有する

新株予約権のうち、当該当社取締役会の定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換に、新株予約

権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様とします。 

(7) 本プランの有効期間及び変更・廃止 

 本プランの有効期間は、平成19年６月28日開催の当社第35回定時株主総会終結の時から平成22年３月期の事業年度

に関する定時株主総会終結の時までの３年間とします。 

 なお、本プランは、有効期間内であっても、独立委員会の勧告または取締役会自身の判断により当社取締役会で本



プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。また、本プランの有効期間内

であっても、本プランの変更が必要になった場合には、独立委員会の勧告に従い随時見直しを行い、直近で開催され

る定時株主総会において、その変更内容につき株主の皆様にお諮りするものとします。 

 当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及び内容(変更の場合)その他の事

項について、速やかに情報開示を行います。 

(8) 本プラン導入時に株主の皆様に与える影響 

 本プラン導入時点においては、新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資家の皆様の権利・

利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 この点、大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会

を保証することを目的としております。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応

じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値及び株主共同の利益の保護につ

ながるものと考えております。従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判

断を行ううえでの前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。

なお、前記(5)において述べましたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行

為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向に

ご注意ください。 

(9) 新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

 当社取締役会が新株予約権の無償割当てを決議した場合、割当基準日における株主の皆様に対し、その保有する株

式１株につき新株予約権１個の割合で新株予約権が無償にて割当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行使期間内

に、金銭の払込みその他新株予約権の行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆様による新株予約権の行使によ

り、その保有する当社株式が希釈化されることになります。ただし、当社は、非適格者以外の株主の皆様から新株予

約権を取得し、それと引換に当社株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続をとった場合、非適格者

以外の株主の皆様は、新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領することとな

り、保有する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じますが、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じませ

ん。 

 なお、当社は、割当基準日や新株予約権の無償割当ての効力発生後においても、例えば、大規模買付者が大規模買

付行為を撤回した等の事情により、新株予約権の無償割当てを中止し、または新株予約権の行使期間開始日前日まで

に、当社が新株予約権者に当社株式を交付することなく無償にて新株予約権を取得することがあり、その場合には、

当社株式１株当たりの価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応

の損害を被る可能性があります。 

４．本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同利益を損なうものではないこと、会社役員

の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由 

(1) 独立委員会の設置 

 当社取締役会の恣意的判断を排除し、手続・判断の公正性・合理性を確保するため、当社は、社外取締役、社外監

査役及び社外有識者からなる独立委員会を設置します。独立委員会は取締役会の諮問機関として、大規模買付ルール

の遵守状況の確認、買付内容等の検討及び対抗措置の検討を行い、対抗措置発動の是非について当社取締役会に勧告

を行います。なお、独立委員会による評価検討に際しては、前記３．(5)「大規模買付行為がなされた場合の対応方

針」に基づいて判断するものとし、当社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限尊重します。 

 独立委員会の委員の人数は、原則３名以上とし、任期は、原則選任後１年内に終了する事業年度のうち 終のもの

に関する定時株主総会の直後に開催される当社取締役会の終了の時までとします。(当初の各委員の氏名及び略歴に

ついては、資料１をご参照ください。) 

(2) 株主意思を尊重するものであること 

 当社は、本プランについて株主の皆様の意思を反映するために、定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に

本プランを導入しております。なお、前記３．(7)「本プランの有効期間及び変更・廃止」に記載のとおり、本プラ

ンの有効期間の満了前であっても、取締役会の決議により本プランを廃止することが可能であります。 



(3) 外部専門家の助言 

 当社取締役会、監査役及び独立委員会は、その検討、判断に際して、公正性・合理性をより一層高めるため、必要

に応じ会社の費用負担においてファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等の外部専

門家の助言を受けることができるものとします。 

(4) 合理的な客観的条件の設定 

 本プランにおける対抗措置は、前記３．(5)「大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に記載のとおり、予め

定められた合理的な客観的条件に該当した場合のみ発動されるように設定するとともに、独立委員会の勧告を 大限

尊重することにしており当社取締役会の恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

(5) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しております。 

(6) デッドハンド型の買収防衛策ではないこと 

 本プランは、前記３．(7)「本プランの有効期間及び変更・廃止」に記載のとおり、当社の株主総会で選任された

取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することができるものとされており、大規模買付者が、自己の指名

する取締役を当社株主総会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により本プランを廃止することが可能であ

ります。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を

阻止できない買収防衛策)ではありません。 

(7) 本プランについての当社の判断 

 本プランは、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為がなされた場合の対応方針、対抗措置の概要等を規定する

ものでありますが、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かの判断を可能とするために、大規模買付行為者から

情報提供をすること、及びそれに対する当社取締役会における一定の評価期間が経過した後にのみ、大規模買付行為

を開始することを求め、これを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを

定めております。また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当社の企業価値または株主共同の利益

を著しく損なうと認められる大規模買付行為に対しては、対抗措置を講じることがあることを定めております。よっ

て、本プランは、基本方針に沿うものであると考えております。また、前記(1)ないし(6)より、当社は、本プラン

が、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないも

のと考えております。 

(資料１) 

独立委員会の委員の氏名及び略歴 

五代 友和(ごだい ともかず) 昭和14年10月６日生 

昭和50年６月 摩耶商事株式会社(現 株式会社マヤテック)代表取締役社長 

平成４年５月 当社取締役(現任) 

平成18年６月 株式会社マヤテック代表取締役会長(現任) 

水野 博之(みずの ひろゆき） 昭和４年４月20日生 

平成２年６月 松下電器産業株式会社副社長 

平成６年８月 スタンフォード大学顧問教授 

平成10年４月 広島県産業科学技術研究所所長(現任) 

平成13年６月 当社取締役(現任) 

大沼 昇(おおぬま のぼる) 昭和23年１月１日生 

昭和45年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住友銀行)入行 

平成10年４月 同行福岡支店長 

平成11年４月 同行理事 

平成11年６月 当社常勤監査役(現任) 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社グループにおいては、新ジャンルへのチャレンジと既存のジャンルでの商品強化・差別化を目的とした、積極

的な開発・制作活動を行っております。 

現在、開発・制作活動は、主として当社の各子会社のデジタルエンタテインメント事業、健康サービス事業、ゲー

ミング＆システム事業の制作部門において推進しております。開発・制作スタッフは、グループ全体で2,287名であ

り、これは総従業員数の約43％に当たります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の開発・制作費総額は167億４千６百万円であります。 

当中間連結会計期間における各事業の種類別セグメントの成果及び開発・制作費は次のとおりであります。 

(1) デジタルエンタテインメント事業 

ゲームソフトにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、プレイステーシ

ョン３版、プレイステーションポータブル版、ニンテンドーDS版及びWii版等のコンシューマソフトウェアの制作を

行っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、国内外において「ワールドサッカーウイニングイレブ

ン」（欧州名「PRO EVOLUTION SOCCER」）や「実況パワフルプロ野球」等のマルチプラットフォームに対応したコン

テンツ制作が挙げられます。また、ハードの特性を活かし、オンラインネットワークを活用した商品の制作が進行し

ております。 

トイ＆ホビーにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、カードゲーム、

電子玩具、女児玩具等の制作を行っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、日米欧を中心とするグロ

ーバル展開が定着した「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズ、カスタム＆アクションフィギュア「武装神

姫」等の制作が挙げられます。 

アミューズメントにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、“e-

AMUSEMENT”商品等の業務用機器並びににゲームソフト周辺機器の制作を行っております。当中間連結会計期間の主

な成果としては、ビデオゲームでは、全国オンライン対戦が可能な本格麻雀対戦ゲーム「麻雀格闘倶楽部」シリーズ

やプロ野球選手カードを使用した 新作「ベースボールヒーローズ３」、またメダルゲームでは、新感覚の冒険シミ

ュレーションRPG「エターナルナイツ」等の制作が挙げられます。 

オンラインにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、家庭用オンライン

ゲーム、国内外の有力キャリアを通じて配信するモバイルコンテンツの制作を行っております。当中間連結会計期間

の主な成果としては、オンラインゲームでは、「武装神姫」の販売と連動させた「神姫Net」におけるコミュニケー

ション機能の拡充、また、モバイルでは、i-modeのメガアプリに代表されるリッチコンテンツ対応として「ときめき

メモリアル」、「ウイニングイレブン」等の制作が挙げられます。 

マルチメディアにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、人気ゲームソ

フトと連動した音楽CD・DVDや攻略本、オリジナルアニメ等の制作を行っております。 

当事業に係る開発・制作費は148億３百万円であります。 

(2) 健康サービス事業 

主に株式会社コナミスポーツ＆ライフが中心となってフィットネス商品の制作・製造を行っております。 

当中間連結会計期間の主な成果としては、慶応義塾大学との共同研究による新技術を採用した「新エアロバイク」

等の制作が挙げられます。 

 当事業に係る開発・制作費は２億７千７百万円であります。 

(3) ゲーミング＆システム事業 

主にKonami Australia Pty Ltd及びKonami Gaming，Inc．が中心となって、ゲーミング機器の製造・制作を行って

おります。 

当中間連結会計期間の主な成果としては、K2Vビデオスロットシリーズ向けの新コンテンツや 新型のステッパー

リールスロットマシン「Advantage+（アドバンテージ プラス）」等の制作が挙げられます。 

 当事業に係る開発・制作費は２億円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、コナミリアルエステート株式会社(国内子会社)が前連結会計年度末に計画中であっ

た研修施設の新設については、完成予定月を平成19年５月から平成20年１月に延期しております。 

 なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）海外の取引所については、ロンドン、シンガポールには原株を、ニューヨークには預託証券をそれぞれ上場し

ております。 

(2)【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成17年６月23日定時株主総会決議(Cプラン) 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 450,000,000 

計 450,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 143,555,786 143,555,786 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

ニューヨーク証券取引所 

ロンドン証券取引所 

シンガポール証券取引所 

－ 

計 143,555,786 143,555,786 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 573 550 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 57,300 55,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 285,700 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        2,857 

資本組入額 

１株当たり     1,429 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



平成17年６月23日定時株主総会決議(Fプラン) 

平成17年６月23日定時株主総会決議(Gプラン) 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 500 494 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,000 49,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 239,900 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        2,399 

資本組入額 

１株当たり     1,200 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 176 － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,600 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 214,600 － 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成19年11月13日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 2,146 

－ 資本組入額 

 １株当たり 

  

1,073 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする 
－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
－ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



平成17年６月23日定時株主総会決議(Hプラン) 

②平成18年３月１日株式交換によりその義務を承継した新株予約権は、次のとおりであります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 225 225 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 22,500 22,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 243,300 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 2,433 

同左 資本組入額 

 １株当たり 

  

1,217 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 10,870 10,870 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 858,730 858,730 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 247,507 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 3,133 

同左 資本組入額 

 １株当たり 

  

1,567 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5)【大株主の状況】 

（注）コナミ株式会社が保有する自己株式は、6,261千株であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 143,555 － 47,398 － 36,893 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人上月スポーツ・教育財団 東京都港区北青山１－２－７ 14,330 9.98 

コウヅキホールデイング ビイヴイ 東京都千代田区丸の内２－７－１ 13,530 9.42 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－１１ 9,336 6.50 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)  
東京都港区浜松町２－１１－３ 8,838 6.16 

コウヅキキャピタル株式会社 東京都港区北青山１－２－７ 7,036 4.90 

ザチェースマンハッタンバンクエヌ

エイロンドン  
東京都中央区日本橋兜町６－７  4,974 3.46 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 4,135 2.88 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリ

ティーズ(ジャパン)リミテッド 

(ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社) 

東京都千代田区大手町１－７－２ 2,378 1.66 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２－１１－１  2,355 1.64 

カリヨン ディーエムエイ オーティ

シー 
東京都港区東新橋１－９－２ 2,165 1.51 

計 － 69,080 48.12 



(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,800株含まれております

が、議決権の数の欄には、同機構名義の議決権88個は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式２株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

（注） 高・ 低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     6,261,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   136,751,700 1,367,429 － 

単元未満株式 普通株式       542,386 － －  

発行済株式総数 143,555,786 － － 

総株主の議決権 － 1,367,429 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

コナミ株式会社 
東京都港区赤坂 

９－７－２ 
6,261,700 － 6,261,700 4.36 

計 － 6,261,700 － 6,261,700 4.36 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 3,310 3,270 2,970 3,070 2,940 3,200 

低（円） 3,070 2,750 2,790 2,700 2,580 2,785 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）第87条の規定により、米国預託証券の発行等に関して要請

されている用語、様式及び作成方法、すなわち、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて

作成しております。 

 なお、中間連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

 また、中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                  

Ⅰ 流動資産                  

１．現金及び現金同等物   43,347     49,088     57,333  

２．受取手形及び売掛金(貸倒引当金控
除後)－平成18年９月30日、平成19
年９月30日及び平成19年３月31日
現在の貸倒引当金はそれぞれ531百
万円、501百万円及び540百万円 

  27,053     30,764     29,729  

３．棚卸資産   24,356     26,540     24,236  

４．繰延税金資産   16,755     15,245     14,877  

５．前払費用及びその他の流動資産   8,639     12,864     12,086  

流動資産合計   120,150 42.8   134,501 44.0   138,261 45.4 

Ⅱ 有形固定資産   44,221 15.8   58,509 19.2   53,294 17.5 

Ⅲ 投資及びその他の資産                  

１．市場性のある有価証券   531     655     701  

２．関連会社に対する投資   6,084     6,317     6,213  

３．識別可能な無形固定資産   38,752     38,249     38,585  

４．営業権   22,962     22,541     22,738  

５．差入保証金   26,488     26,446     24,906  

６．繰延税金資産    3,252     2,028     2,593  

７．その他の資産   18,095     16,000     17,366  

投資及びその他の資産合計   116,164 41.4   112,236 36.8   113,102 37.1 

資産合計   280,535 100.0   305,246 100.0   304,657 100.0 

                    

 



 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                  

Ⅰ 流動負債                  

１．短期借入金   500     －     －  

２．１年内返済予定の長期借入債務及
びキャピタル・リース債務   22,860     7,895     23,073  

３．支払手形及び買掛金   19,611     21,516     24,002  

４．未払税金   2,206     4,382     1,740  

５．未払費用   14,116     17,041     19,179  

６．前受収益   5,318     6,003     5,661  

７．その他の流動負債   5,271     8,099     8,811  

流動負債合計   69,882 24.9   64,936 21.3   82,466 27.1 

Ⅱ 固定負債                  

１．長期借入債務及びキャピタル・リ
ース債務(１年内返済予定分を除
く) 

  21,337     38,123     24,248  

２．未払退職・年金費用   2,684     2,673     2,708  

３．繰延税金負債   12,605     12,296     12,207  

４．その他の固定負債   5,570     6,130     5,669  

固定負債合計   42,196 15.0   59,222 19.4   44,832 14.7 

負債合計   112,078 39.9   124,158 40.7   127,298 41.8 

（少数株主持分）                  

少数株主持分   2,510 0.9   3,639 1.2   2,697 0.9 

（契約債務及び偶発債務）                  

契約債務及び偶発債務                   

（資本の部）                  

Ⅰ 資本金    47,399 16.9   47,399 15.5   47,399 15.6

普通株式－無額面:授権株式数 
450,000,000株 
発行済株式数 平成18年９月30日、平
成19年９月30日及び平成19年３月31日
現在 143,555,786株 
自己株式を除く発行済株式数 
平成18年９月30日現在 137,215,841株
平成19年９月30日現在 137,294,084株
平成19年３月31日現在 137,254,816株

                 

Ⅱ 資本剰余金     77,178 27.5   77,215 25.3   77,213 25.3

Ⅲ 利益準備金    284 0.1   284 0.1   284 0.1 

Ⅳ 利益剰余金    55,167 19.7   65,142 21.3   62,560 20.5 

Ⅴ その他の包括利益累計額   4,431 1.6   5,711 1.9   5,617 1.8 

Ⅵ 自己株式－取得原価   △18,512 △6.6   △18,302 △6.0   △18,411 △6.0 

     平成18年９月30日現在 6,339,945株 
     平成19年９月30日現在 6,261,702株 
     平成19年３月31日現在 6,300,970株 

                 

資本合計   165,947 59.2   177,449 58.1   174,662 57.3 

  負債、少数株主持分及び資本合計   280,535 100.0   305,246 100.0   304,657 100.0 

                   



②【中間連結損益計算書】 

（１株当たり情報） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高及び営業収入                  

１．製品売上高   79,353     93,539     199,620  

２．サービス収入   40,246     40,204     80,659  

売上高及び営業収入合計   119,599 100.0   133,743 100.0   280,279 100.0 

Ⅱ 営業費用                  

１．製品売上原価   45,547     56,384     118,806  

２．サービス原価   37,797     38,208     74,700  

３．販売費及び一般管理費   26,140     26,109     58,628  

営業費用合計   109,484 91.5   120,701 90.2   252,134 90.0 

営業利益   10,115 8.5   13,042 9.8   28,145 10.0 

Ⅲ その他の収益(費用)                  

１．受取利息   398     505     821  

２．支払利息   △579     △516     △985  

３．その他－純額   △50     44     △414  

その他の収益(費用)－純額   △231 △0.2   33 0.0   △578 △0.2 

税引前中間(当期)利益   9,884 8.3   13,075 9.8   27,567 9.8 

Ⅳ 法人税等   4,473 3.8   5,988 4.5   10,919 3.9 

少数株主利益及び持分法投資利益 
調整前中間(当期)利益   5,411 4.5   7,087 5.3   16,648 5.9 

Ⅴ 少数株主利益   378 0.3   946 0.7   575 0.2 

Ⅵ 持分法投資利益－純額   81 0.1   147 0.1   138 0.0 

中間(当期)純利益   5,114 4.3   6,288 4.7   16,211 5.7 

                   

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり中間(当期)純利益 37.28円 45.81円 118.15円 

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益 
37.27円 45.80円 118.09円 

加重平均発行済株式数  137,164,825株 137,272,418株 137,202,151株 

潜在株式調整後発行済株式数 137,212,311株 137,304,220株 137,271,645株 



③【中間連結資本勘定計算書】 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
連結資本勘定計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 資本金      

１．期首残高 47,399 47,399 47,399 

２．中間期末(期末)残高 47,399 47,399 47,399 

Ⅱ 資本剰余金      

１．期首残高 77,110 77,213 77,110 

２．自己株式の処分による減少 △86 △36 △125 

３．株式に基づく報酬  154 38 228 

４．中間期末(期末)残高 77,178 77,215 77,213 

Ⅲ 利益準備金      

１．期首残高 284 284 284 

２．中間期末(期末)残高 284 284 284 

Ⅳ 利益剰余金      

１．期首残高 53,756 62,560 53,756 

２．中間(当期)純利益 5,114 6,288 16,211 

３．配当金      

１株当たり27.0円 △3,703 △3,706 － 

１株当たり54.0円 － － △7,407 

４．中間期末(期末)残高 55,167 65,142 62,560 

Ⅴ その他の包括利益累計額      

１．期首残高 3,957 5,617 3,957 

２．為替換算調整額 483 143 1,267 

３．売却可能な有価証券の未実

    現評価損益－純額 
△25 △27 27 

４． 小年金債務調整額 16 － 16 

５．年金債務調整額 － △22 350 

６．中間期末(期末)残高 4,431 5,711 5,617 

Ⅵ 自己株式－取得原価      

１．期首残高 △18,691 △18,411 △18,691 

２．自己株式の取得 △52 △13 △93 

３．新株予約権の行使による減

少 
231 122 373 

４．中間期末(期末)残高 △18,512 △18,302 △18,411 

資本合計 165,947 177,449 174,662 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
連結資本勘定計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

包括利益      

１．中間(当期)純利益 5,114 6,288 16,211 

２．その他の包括利益－税効果

調整後 
474 94 1,310 

３．中間(当期)包括利益 5,588 6,382 17,521 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

中間(当期)純利益 5,114 6,288 16,211 

営業活動によるキャッシュ・
フローへの調整項目 

     

減価償却費 4,902 5,875 11,757 

貸倒引当金の純増減(△) △18 △22 △76 

有形固定資産除売却損 
益（△） 

76 204 829 

持分法投資損益(△) △81 △147 △138 

少数株主損(△)益 378 946 575 

繰延税額 501 381 2,621 

資産及び負債の増減      

受取手形及び売掛金の純
増(△)減 

6,556 △1,508 4,716 

棚卸資産の純増(△)減 △4,119 △2,974 △4,298 

支払手形及び買掛金の純
増減(△) 

△353 △2,169 3,354 

未払税金の純増減(△) △5,265 1,951 △7,190 

未払費用の純増減（△） △1,923 △3,162 3,567 

前受収益の純増減 (△) △34 343 309 

その他－純額 △1,913 1,153 △413 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

3,821 7,159 31,824 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

資本的支出 △5,141 △7,983 △9,308 

有形固定資産の売却収入 25 3 425 

新規子会社の取得による 
支出 

△227 － △202 

差入保証金の純増(△)減 △768 △2,369 △705 

営業譲受による支出 △1,061 － △1,096 

その他－純額 △58 △231 △212 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△7,230 △10,580 △11,098 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

短期借入金の純増減(△) △452 － △1,119 

長期借入債務の返済による
支出 

△1,696 △296 △1,995 

キャピタル・リース債務の
元本返済による支出 

△1,541 △1,327 △2,814 

社債の発行による収入  － 15,000 － 

社債の償還による支出  △15,000 △15,000 △20,000 

配当金の支払 △3,714 △3,712 △7,420 

自己株式の取得による支出 △52 △13 △93 

その他－純額 125 △1 229 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△22,330 △5,349 △33,212 

Ⅳ 為替変動の現金及び現金同等
物に対する影響額 

392 525 1,125 

Ⅴ 現金及び現金同等物の純増減
(△)額 

△25,347 △8,245 △11,361 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

68,694 57,333 68,694 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

43,347 49,088 57,333 

       



（中間連結財務諸表注記） 

１．会計処理の原則及び手続並びに中間連結財務諸表の表示方法 

 この中間連結財務諸表は、会計原則審議会意見書(Opinions of the Accounting Principles Board、以下「APB」)、財

務会計基準書(Statements of the Financial Accounting Standards、以下「SFAS」)、米国発生問題専門委員会基準書

(Emerging Issues Task Force、以下「EITF」)、米国公認会計士協会意見書(AICPA Statement of Position、 

以下「SOP」)等、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則(以下「米国会計基準」)に基づいて作成されており

ます。当社は、平成14年９月にニューヨーク証券取引所に上場し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、

様式及び作成方法により連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。当社及び日本の子会社は、日

本において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し、また、その海外子会社は、所在する国において一般に公正妥

当と認められた会計原則に準拠して会計記録を保持しております。添付の中間連結財務諸表には、米国会計基準に適合さ

せるために必要な一定の調整が反映されております。 

 当社及び子会社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則に準拠した場合と異なるもので、主要なものは次のとおりであります。 

(1) 企業結合による影響 

 当社及び子会社は、平成13年６月30日以前に行われた企業結合をAPB第16号「企業結合(Business Combinations)」に基

づき、パーチェス法により会計処理をしております。平成13年７月１日以降に実施された企業結合については、SFAS第

141号「企業結合(Business Combinations)」にしたがって会計処理をしております。APB第16号及びSFAS第141号における

パーチェス法は、識別可能な無形固定資産を含め、取得した資産及び負債を、取得日におけるそれぞれの見積公正価額で

計上することを求めております。 

 また、当社及び子会社が平成14年４月１日に完全適用したSFAS第142号「営業権及びその他の無形固定資産

(Goodwill and Other Intangible Assets)」にしたがって、営業権及び特定の無形固定資産は償却対象ではなくなり、公

正価額に基づく減損の評価の対象となります。 

 したがって、米国会計基準と日本会計基準との差異は、パーチェス法の適用と、営業権及び識別可能な無形固定資産の

取得時における認識並びに以降の償却、減損における差異により生じております。 

(2) 未払退職・年金費用 

 当社及び子会社は、退職給付制度をSFAS第87号「雇用主の年金会計(Employers’Accounting for Pensions)」及びSFAS

第158号「確定給付型年金制度及びその他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理

(Employers' Accounting for Defined Benefit Pension and Other Postretirement Plans)」に基づいて会計処理してお

ります。制度の一部は、複数事業主による確定給付型制度として、各期間における要拠出額に基づいた純年金費用の認識

を要求されております。 

(3) 社内利用目的のソフトウェア開発費 

 当社及び子会社は、社内利用目的のソフトウェア開発費をSOP98-１「社内利用のために開発または購入されたコンピュ

ータ・ソフトウェア・コストの会計処理(Accounting for the Costs of Computer Software Developed or  

Obtained for Internal Use)」に基づいて会計処理しております。SOP98-１は、プロジェクトの計画段階及び導入後段階

に発生するコストを費用処理し、アプリケーションの開発段階に発生するコストは資産計上することを求めております。

(4) キャピタル・リース 

 当社及び子会社は、SFAS第13号「リースの会計処理(Accounting for Leases)」において特定の基準を満たすリース資

産については、将来における 低リース料支払額の現在価値もしくは契約時の時価のいずれか低い方の金額に基づいて資

産計上しております。 

(5) 資産の除却債務 

 当社及び子会社は、資産除却に係る債務について、SFAS第143号「資産除却に係る債務に関する会計処理

(Accounting for Asset Retirement Obligations)」にしたがって会計処理しております。SFAS第143号は、有形の長期性

資産の除却にともなう法的債務を負債として計上し、公正価額の見積りが可能であれば、それらの債務の発生時に公正価

額で評価することを要求しております。資産除却に係る債務を負債として 初に認識する時には、関連する長期性資産の



帳簿価額の増加を認識することによりその費用を資産化しなければなりません。 

(6) 少数株主持分 

 連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示しております。 

２．事業及び組織 

 当社は、昭和44年に創業され、昭和48年３月に日本の法律下で株式会社となりました。当社及び子会社は、家庭用ゲー

ム機器向けソフトウェア、アミューズメント施設及びその他の娯楽施設向けゲーム機器、その他アミューズメント関連製

品の制作、製造及び販売、スポーツクラブ施設の運営に従事しております。当社及び子会社の製品の主な仕向地は、日

本、北米、欧州、アジア及びオーストラリアでありますが、スポーツクラブ施設運営事業は日本のみで行われておりま

す。 

 当社及び子会社における家庭用ゲームソフトの過去の売上のほぼすべては、他のメーカーが開発、製造した家庭用ゲー

ム・プラットフォーム専用のソフトウェアの売上によるものであります。当社及び子会社は、メーカーからプラットフォ

ーム・ライセンスを取得した場合、それらのプラットフォームで使用する目的においてのみゲームソフトを発売すること

ができます。通常、プラットフォーム・ライセンスの契約期間は、 初の契約としては数年間で、以後１年毎の更新が可

能であります。もし、当社及び子会社が、人気のあるゲーム・プラットフォームのメーカーからゲームソフトを制作する

ためのライセンスを取得できなかった場合、または、現在所有しているライセンスの契約期間が終了した場合、それらの

プラットフォーム向けのソフトウェアを発売することができず、経営成績及び収益性にマイナスの影響を及ぼす可能性が

あります。今日まで、当社及び子会社は、常にプラットフォーム・メーカーとの契約を更新、または新規契約を締結して

まいりました。これらのライセンスには、その他の条項も含まれております。例えば、すべての製品及び関連する販促品

についてプラットフォーム・メーカーが承認する権利等で、それは当社及び子会社のコストや新規ゲームタイトルの発売

のタイミングに影響を与えることがあります。 

 米国、カナダ及びオーストラリアにおいて、当社及び子会社によるゲーミング機器の製造及び販売は、連邦、州及び地

域の様々な規制を受けます。加えて、当社及び子会社は、ゲーミング機器からの収益を分配して受け取れる方式のリース

契約を締結する場合、ゲーミング・オペレーターとして規制を受ける可能性があります。これらの規制は、継続的に変更

され、改訂しており、将来的に様々な管轄区域におけるゲーミング事業が制限される、すなわち、当社及び子会社が収益

を上げることのできる管轄区域の減少につながる可能性があります。当社及び子会社、そしてその主要な役員は、各管轄

区域のゲーミング・ライセンスが発行される前に、広範な調査の対象となります。また、当社及び子会社のゲーミング機

器は、各管轄区域から認可を受ける前に、それぞれ独自の試験及び評価を受ける必要があります。一般的に、規制当局

は、これらのゲーミング機器に関する認可及びライセンスについて、付与、更新または取消を行う際には大幅な自由裁量

権を有しております。 

３．重要な会計方針 

(1) 連結の方針 

 添付の連結財務諸表は、当社及び当社が過半数の株式を所有する子会社すべての勘定を含んでおります。連結会社間に

おけるすべての重要な債権債務残高及び取引高は、連結の過程で消去されております。 

(2) 現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、取得日から３ヵ月以内に満期の到来する、すべての流動性の高い投資を含んでおります。 

(3) 有価証券 

 当社及び子会社は、保有する負債証券及び市場性のある持分証券を、売買目的の有価証券、売却可能な有価証券、償還

期限まで保有する有価証券の３つに分類しております。売買目的の有価証券は、短期間で売却する目的で購入、保有され

ております。償還期限まで保有する有価証券は、当社及び子会社が、償還期限まで保有する能力と意思を有する有価証券

であります。売買目的の有価証券及び償還期限まで保有する有価証券に該当しない有価証券はすべて、売却可能な有価証

券に分類されております。売買目的の有価証券及び売却可能な有価証券のうち、公正価額が容易に確定できるものは、公

正価額で計上されております。償還期限まで保有する有価証券は、プレミアム及びディスカウントの償却調整後の償却原

価で計上されております。売買目的の有価証券の未実現損益は損益に含めております。売却可能な有価証券の税効果考慮

後の未実現損益は、損益から除外され、それが実現するまでその他の包括利益累計額における独立した項目として報告さ

れております。売却可能な有価証券の売却により実現する損益は、平均原価法に基づいて算出されております。売却可能



な有価証券の市場価額が原価を下回り、その価値下落が一時的でないと考えられる場合は、帳簿価額を公正価額まで引き

下げております。その評価額の切り下げは損益に含まれ、その有価証券の帳簿上の原価が更新されております。なお、受

取配当金は稼得時に収益として認識されております。前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度

末において、当社及び子会社が所有するすべての持分証券は売却可能な有価証券に分類されております。 

 当社及び子会社は、少なくとも半期に一度継続的に、売却可能な有価証券の一時的でない減損の可能性について、評価

をしております。一時的でない減損の兆候が存在するかどうかを判断するために、評価時点の１株当たり市場価額に対す

る１株当たり帳簿価額の比率と取得時点の同比率との変化の度合い、各被投資会社の財政状態及び見通し、被投資会社が

操業している業界の状況、売却可能な有価証券の取得価額に対する公正価額、そして売却可能な有価証券の公正価額が取

得価額を下回っていた期間等の要因を考慮します。 

 当社及び子会社は、発行者の財政状態、事業の見通し、信用力を考慮して、満期保有目的の債務有価証券の一時的でな

い減損の可能性について評価しております。被投資会社に関して公表された信用格付がＢＢ(ダブルＢ)かそれ以下の場合

は、一時的ではない減損の兆候があると考えられます。 

 認識される減損の金額は、その投資の帳簿価額が公正価額を上回った金額に基づいて測定されます。公正価額は市場価

額、予測ディスカウントキャッシュフロー、またはその他の適切な評価方法によって決定されます。 

(4) 関連会社株式 

 当社が20％から50％の間で議決権持分を有し、その経営に対して重要な影響を及ぼすことのできる関連会社への投資に

ついては、持分法が適用されております。持分法では、取得時に原価で計上された投資額が、その関連会社の純利益(ま

たは純損失)における当社持分を認識するために調整されております。これらの関連会社における、すべての重要な未実

現利益は消去されております。市場性のない持分証券のうち、当社の持分が20％を下回るものについては、取得原価で計

上されております。 

 当社は、少なくとも半期に一度継続的に、減損の可能性について、被投資会社に関する持分の評価をしております。一

時的ではない減損の兆候が存在するかどうかを判断するために、被投資会社のキャッシュ・フローの予測を含めた事業計

画目標及び計画されていた財務活動の結果、財政状態及び見通し、その投資の帳簿価額に対する持分の公正価額、そして

持分の公正価額がその投資の帳簿価額を下回っていた期間等の要因を考慮します。認識される減損の金額は、投資の帳簿

価額が公正価額を上回った金額に基づいて測定されます。公正価額は市場価額、予測ディスカウントキャッシュフロー、

またはその他の適切な評価方法によって決定されます。市場性のない持分証券の公正価額が原価を下回り、その価値の下

落が一時的でないと考えられる場合は、帳簿価額を公正価額まで引き下げます。その評価額の切り下げは損益として認識

され、その有価証券の帳簿上の原価が変更されます。 

(5) 棚卸資産 

 棚卸資産のうち、再販用の商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品は、低価法により評価されております。原価の算定

においては、商品については先入先出法、ソフトウェア製品については個別法、その他については平均法が適用されてお

ります。 

(6) 有形固定資産 

 有形固定資産は取得原価で計上されております。減価償却は見積耐用年数に基づき、定率法により計算されておりま

す。見積耐用年数には、建物及び構築物については10年から50年、工具器具備品については２年から20年を使用しており

ます。キャピタル・リース契約による設備は、 低リース料支払額の現在価値もしくは契約時の公正価額のいずれか低い

方の金額で計上され、その資産のリース期間もしくは見積耐用年数にわたって３年から20年の期間で定額償却されており

ます。 

 通常の維持費及び修繕費は発生時に費用処理されております。多額の取替及び改良は資産計上されております。有形固

定資産が除却または処分される場合、その資産勘定及び関連する減価償却累計額勘定は取り消され、その差額については

営業損益に含まれております。 

 当社及び子会社は、資産除却に係る債務について、SFAS第143号「資産除却に係る債務に関する会計処理

(Accounting for Asset Retirement Obligations)」にしたがって会計処理しております。SFAS第143号は、有形の長期性

資産の除却にともなう法的債務を負債として計上し、公正価額の見積りが可能であれば、それらの債務の発生時に公正価

額で評価することを要求しております。資産除却に係る債務を負債として 初に認識する時には、関連する長期性資産の

帳簿価額の増加を認識することによりその費用を資産化しなければなりません。 

 当社及び子会社は、米国財務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board、以下「FASB」)解釈指針

(FASB Interpretation 、以下「FIN」)第47号「条件付資産除却債務に関する会計処理－SFAS第143号の解釈指針

(Accounting for Conditional Asset Retirement Obligations, an interpretation of FASB Statement No.143)」にし



たがって会計処理しております。FIN第47号は、企業の資産除却活動に係る法的債務が存在し、その法的債務につき合理

的な公正価値を見積もることができる場合に、条件付資産除却債務を負債として認識することを要求しております。ま

た、FIN第47号は資産除却債務の公正価額を合理的に見積るために十分な情報を入手しうる場合に関する指針を提供して

おります。 

(7) 社内利用目的のソフトウエア 

 SOP98-１「社内利用のために開発または購入されたコンピュータ・ソフトウェア・コストの会計処理(Accounting 

for the Costs of Computer Software Developed or Obtained for Internal Use)」の規定に基づき、当社及び子会社

は、アプリケーションの開発段階に到達し、回収可能性テストの条件を満たした社内利用目的のソフトウエア・システム

に関わる費用を、添付の連結貸借対照表においてコンピュータ・ソフトウェアとして資産計上しております。資産計上さ

れた費用には、主に、アプリケーションの開発または購入に要した外部への直接費用が含まれております。このような費

用の資産計上は、そのプロジェクトが実質的に完了し、目的通り使用できる状態になった時点で終了しております。そし

て、資産計上された費用は、各アプリケーションの２年から５年までの間の見積耐用年数で定額償却されております。当

社及び子会社は、プロジェクトの計画段階で発生するコストを費用処理しております。そのコストには、プロジェクトに

関する戦略的意思決定や性能及びシステム要件の決定に要するものが含まれております。当社及び子会社は、トレーニン

グ費用やメンテナンス費用等、社内利用のソフトウェアに関して、その導入後段階に発生するコストについても費用処理

しております。 

(8) 企業結合 

 当社及び子会社は、買収による会計処理をパーチェス法に基づいて実施しております。そのため、SFAS第141号「企業

結合(Business Combinations)」にしたがって、取引原価を被買収会社の純資産の見積公正価額に基づいて配分しており

ます。取得原価のうち被取得企業の純資産の公正価額を上回る部分は営業権として認識されます。 

(9) 営業権及びその他の識別可能な無形固定資産 

 営業権は、被買収会社の取得価額と被買収会社の純資産の見積公正価額との差額を表しております。識別可能な無形固

定資産は、商標、会員リスト、ゲーミング・ライセンス、既存の技術及びフランチャイズ契約等に関連する無形固定資産

を示しており、主として子会社の取得に伴って取得したものであります。 

 当社及び子会社は、SFAS第142号「営業権及びその他の無形固定資産(Goodwill and Other Intangible Assets)」にお

いて要求されている２段階による営業権の減損テストを少なくとも年１回実施しており、減損の兆候が生じた場合にはそ

の都度実施しております。第一段階では、報告単位を特定し、各報告単位毎の公正価額を認識することが要求されており

ます。当社及び子会社は、報告単位の決定にあたり、主として事業セグメントの区分と同一の区分を用いております。各

報告単位毎の公正価額は、各報告単位毎に割り当てられた営業権を含む帳簿価額と比較されます。 

 報告単位の帳簿価額が、報告単位の公正価額を上回る場合には、減損テストの第二段階として、報告単位の営業権の公

正価額と当該報告単位の営業権の帳簿価額の比較を実施します。報告単位の営業権の公正価額がその帳簿価額を下回る場

合には、減損損失が認識されます。 

 耐用年数の確定できない無形固定資産は、SFAS第142号にしたがい、公正価額に基づく減損テストが実施されておりま

す。また、当社及び子会社は、SFAS第142号に規定された基準にしたがい、それぞれの資産を定期的に再評価しておりま

す。 

 耐用年数の限定されている無形固定資産については、見積耐用年数で定額償却しております。当社及び子会社は、これ

らの無形固定資産の回収可能性をSFAS第144号「長期性資産の減損または処分に関する会計処理

(Accounting for the Impairment or Disposal of Long-Lived Assets)」にしたがって評価しております。 

(10) 長期性資産の減損または処分 

 当社及び子会社は、SFAS第144号に基づき、長期性資産の帳簿価額が回収できなくなる可能性を示す事象や状況の変化

が生じた場合、その資産について減損に関する検討を行っております。当社及び子会社が重要と考える減損に関する検討

を行うきっかけとなり得る要因は、以下のものを含んでおります。すなわち、過去の経営成績または将来における経営成

績の計画値を著しく下回る業績、取得した資産の用途または事業全体の戦略における著しい変更、業界または経済の著し

い悪化傾向、被買収会社の株価の継続的な著しい下落及び被買収会社の正味簿価に対する株式時価総額の著しい下落であ

ります。これらの減損の兆候が１つ以上存在することにより、保有かつ使用される資産の帳簿価額が、回収不能になる可

能性があると判断された時、回収可能性は、資産の帳簿価額とその資産より生み出されると予測される将来の正味キャッ

シュ・フローの金額(割引計算をせず、利息費用を考慮しない)との比較により評価されます。そのような資産について減

損すべきであると判断された場合、認識すべき減損額は、その資産の帳簿価額のうち見積公正価額を上回る部分となりま



す。処分予定の資産は、帳簿価額と公正価額から売却に係る費用を差し引いた額のうち、いずれか低い方の額で計上され

ます。長期性資産の減損は、添付の連結損益計算書の営業費用に計上しております。 

(11) デリバティブ 

 当社及び子会社は、定期的に為替変動リスクを管理するために特定のデリバティブを利用する場合があります。当社及

び子会社は、外貨建ての確定約定に適用される為替相場の短期的な(通常１年以内の)変動によるリスクを軽減するため

に、先物為替予約を行うことがあります。 

 当社及び子会社は、改訂後のSFAS第133号「デリバティブ及びヘッジ活動に関する会計処理

(Accounting for Derivative Instruments and Hedging Activities)」に基づいて、デリバティブの会計処理を行ってお

ります。改訂後のSFAS第133号は、すべてのデリバティブを資産または負債として、公正価額により貸借対照表に計上す

ることを求めております。公正価額ヘッジとして指定された有効なデリバティブについては、そのデリバティブの公正価

額の変動及びそのヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価額の変動は損益として認識されております。キャッ

シュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブについては、ヘッジのうち有効部分は、ヘッジ対象が損益に影響を

与える期間と同じ期間に損益として認識されるまでは、その他の包括利益累計額に計上されております。ヘッジの有効性

の評価から除外される金額は、すべてのヘッジの非有効部分と同様に、各期において当期の損益として計上されておりま

す。ヘッジとして指定されていないデリバティブの公正価額の変動は、各期において当期の損益として計上されておりま

す。デリバティブがヘッジとして指定されていない場合、その利益または損失は、変動のあった期間に損益として認識さ

れております。今日まで、当社及び子会社によってヘッジとして指定されたデリバティブはありません。 

(12) 法人税等 

 当社及び子会社は、SFAS第109号「法人税等に関する会計処理(Accounting for Income Taxes)」に基づいて、法人税等

の会計処理を行っております。SFAS第109号のもとでは、繰延税金は、既存の資産及び負債の財務諸表上の計上金額と税

務上の簿価との一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰延税額控除が解消する期の税率に基づいて、資産負債法により認識

されております。また、繰延税金の算定には、それらの一時差異が解消すると見込まれる年度に適用されると予想される

法定税率が使用されております。税率の変更による繰延税金資産及び負債への影響は、その税率変更に関する法律の制定

日を含む連結会計年度の損益として認識されております。 

 平成18年６月、FASBはFIN第48号「法人所得税の申告が確定していない状況における会計処理－SFAS第109号の解釈指針

(Accounting for Uncertainty in Income Taxes, an interpretation of FASB Statement No.109)」を公表しました。

FIN第48号は、税務申告において採用され、また採用されることが期待される税務ポジションの財務諸表での認識及び測

定の基準について規定しております。当社及び子会社は、FIN第48号を平成19年４月１日から適用しております。なお、

FIN第48号の適用による当社及び子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。 

 なお、当社及び子会社は、平成12年から平成19年度の税務年度に関して、日本及び海外の税務当局から税務調査を受け

る可能性があります。 

(13) 収益認識 

 当社及び子会社は、主に以下の３つの収入源を有しております。 

(i) 製品売上高(ゲームソフト及びその他の製品、ゲーム機器及び関連装置部品を含む) 

(ii)スポーツクラブの会費収入 

(ⅲ)モバイルゲームコンテンツ売上及び月々のコンテンツ利用料 

 当社及び子会社の収益認識基準は次のとおりであります。 

①契約を裏付ける説得力のある証拠が存在すること 

 製品販売において、当社及び子会社は慣行として、顧客と当社及び子会社の両者が署名した書面による契約書、または

購買発注書、あるいはその契約書の基本購買条件について事前に交渉をしていた顧客からの書面による契約への修正文書

を保持しております。 

 当社及び子会社のスポーツクラブでは、会員は入会時に１ヶ月間の基本会員契約に署名する必要があります。そして、

その契約は、会員期間が終了する月の10日までに、会員が解約の意思表示を事前に通知しない限り、自動的に更新されて

おります。 

 モバイルゲームコンテンツにおいては、携帯電話通信業者とモバイルゲームコンテンツの売上及び月々のコンテンツ利

用料について配信許諾契約を締結しております。携帯電話通信業者が当社及び子会社に支払う、ゲームコンテンツ売上総

額を収益と認識しております。 



②引渡しが完了していること 

 ゲームソフト及びその他の製品は、顧客に引き渡されます。また、当社及び子会社のゲーム機器及び関連装置は、完全

に組み立てられ、設置可能な状態で、顧客に引き渡されます。したがって、当社及び子会社は、販売条件を着荷地渡し基

準としているため、権利及び損失のリスクが顧客へ移転する引渡し及び検収時点で製品販売による収益を認識しておりま

す。通常、当社及び子会社は、明らかに瑕疵が存在する時以外は、製品の交換または返品を認めておりません。ある限ら

れた状況において、当社及び子会社は返品を認めることがありますが、過去の経験に基づくマネジメントの評価、ゲーム

ソフト・タイトルの性質及びその他の要因に基づいて、関連する引当金を見積計上しております。これらの見積金額は、

総売上高から控除されております。 

 スポーツクラブ会員からの収入は、主に会員からの毎月の会費から成っております。それらの会費は、毎月末に、その

翌月分の会員資格に対して前もって、会員の銀行口座から引き落とされます。この方針によると、当社及び子会社は該当

する会員収入を１ヶ月間繰り延べる必要があります。 

 モバイルゲームコンテンツに関する収益は、月々のコンテンツ利用料により成り立っております。配信許諾契約によ

り、携帯電話通信事業者は当社に対し、コンテンツ利用料の請求、回収、支払の義務を負っております。携帯電話通信業

者は通常、１ヶ月の売上の情報を月末から起算して60日以内に当社及び子会社に報告しております。売上の情報が適時に

報告されない場合、入手可能な売上の情報に基づいて予測される収益の金額を計上し、実際の売上が確定した段階で収益

の金額を確定した金額に修正しております。 

③価格が確定していること、または確定できること 

 顧客が当社及び子会社の製品に対して支払う価格については、契約手続の開始時に交渉が行われ、通常、引き渡される

製品の取引量に応じて決定されております。したがって、価格は契約開始時点で確定している、または確定できると考え

られます。当社及び子会社のスポーツクラブの会費は、会員の入会時に確定しております。また、月々のモバイルゲーム

コンテンツ利用料は、利用者数に所定の月額利用料を乗じて決定されております。 

④売上代金の回収が確実に見込めること 

 売上代金の回収可能性は、個々の顧客ごとに評価されております。当社及び子会社は、通常、代金回収の実績のある顧

客に対して販売を行っております。新規顧客については、その顧客の財政状態及び支払能力について評価を行う信用調査

の対象となっております。当社及び子会社のスポーツクラブについては、通常１ヶ月前に会員の銀行口座から引落しが行

われるため、会費の回収可能性は確保されております。また、モバイルゲームコンテンツについては、配信許諾契約によ

りコンテンツ利用料の回収可能性は携帯電話通信業者により概ね保障されております。 

(14) ソフトウェアの制作費 

 研究開発費は、発生時に費用として処理されております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年

度の連結損益計算書において、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費はそれぞれ868百万円、1,113百万円及び

2,285百万円であります。 

 SFAS第86号「販売・リースその他の方法で市場に出されるコンピュータ・ソフトウェア・コストに係る会計処理

(Accounting for the Costs of Computer Software to be Sold, Leased, or Otherwise Marketed)」は、技術的実現可

能性の確立後に発生したソフトウェアの制作費、または将来における代替的な用途に係るソフトウェアの制作費につい

て、資産化を行うことを規定しております。当社及び子会社における現在の新しいゲームソフト制作過程においては、技

術的実現可能性は、通常ワーキング・テンプレート及び関連ツールの制作を含む、実質的にすべての制作活動が完了する

時点で確立されております。核となる技術が確立されており、コーディング、独自のまたは未確認の機能や特性のテスト

を含む、制作段階のゲームタイトルの技術的実現可能性を確証するその他の基準を満たす製品については、当社及び子会

社は、これらの費用を資産計上し、製品の発売時に売上原価として費用化を開始し、または回収不可と判断された時に費

用化されております。 

(15) ロイヤリティ及びライセンス料 

 当社及び子会社は、ロイヤリティ及びライセンス料をプロスポーツ組織及び特定の第三者に商標使用の対価として支払

っております。それらのロイヤリティ及びライセンス料のうち、前もって支払われるミニマムギャランティは、前払ロイ

ヤリティとして計上され、主に４ヶ月から12ヶ月の契約期間にわたって、製品売上原価として費用化されております。ロ

イヤリティ及びライセンス料のうち、通常出荷本数に事前に決められたロイヤリティ・レートを乗じて算定される部分

は、実際の出荷に応じて製品売上原価として費用処理されております。マネジメントは、前払ロイヤリティの将来の実現

可能性を定期的に評価し、実現の可能性がないと判断された金額については費用として処理しております。前中間連結会

計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における前払ロイヤリティはそれぞれ、1,461百万円、1,656百万



円及び928百万円であり、連結貸借対照表上、前払費用及びその他の流動資産に含まれております。 

(16) 広告宣伝費 

 広告宣伝費は、発生時に費用として処理され、販売費及び一般管理費として添付の連結損益計算書に含まれておりま

す。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における広告宣伝費は、それぞれ4,144百万円、4,704

百万円及び11,003百万円であります。 

(17) 株式を基礎とした報酬 

 当社及び子会社は、従来、役員及び従業員に対する株式を基礎とした報酬制度について、APB第25号「従業員に発行し

た株式の会計処理(Accounting for Stock Issued to Employees)」及びFIN第44号「株式報酬に関する特定の取引の会計

処理－APB第25号の解釈(Accounting for Certain Transactions Involving Stock Compensation–

 an Interpretation of APB No.25)」で規定された本源的価値法に基づいて会計処理をしておりましたが、平成18年９月

30日で終了する中間連結会計期間よりSFAS第123号「株式を基礎とした報酬の会計処理(Accounting for Stock-

Based Compensation)」の改訂版(SFAS第123号改訂版)に規定されている公正価値法を適用しました。当社及び子会社は、

SFAS第123号改訂版で規定されている移行措置のうち、修正将来法を選択しており、権利が確定していない新株予約権に

対する報酬費用は、必要となる役務の提供に応じ、適用を開始した事業年度以降、認識しております。 

 SFAS第123号改訂版の適用により、平成18年９月30日で終了する中間連結会計期間において、APB第25号に準拠して会計

処理する場合と比べると、中間純利益が145百万円減少しました。また、１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の影響額は、それぞれ1.06円、1.06円の減少となりました。 

 なお、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における報酬費用計上額は、それぞれ154百万

円、38百万円及び228百万円であります。 

(18) 包括利益 

 SFAS第130号「包括利益の報告(Reporting Comprehensive Income)」は、連結財務諸表において、その他の包括利益を

区分し、利益剰余金及び資本剰余金から独立して表示することを要求しております。その他の包括利益は、主に、税効果

考慮後の為替換算調整額、売却可能な有価証券の未実現損益、 小年金債務調整額及び年金債務調整額を含んでおりま

す。 

(19) 外貨換算 

 外貨建てで行われる取引は、取引日の為替相場で計上されております。関連する外貨建金銭債権債務は、各決算日にお

ける為替相場で換算され、その結果生じる差額は当期の損益として処理されております。 

 機能通貨が日本円以外の海外子会社の資産及び負債は、決算日における為替相場で日本円に換算されております。収益

及び費用勘定は、期中平均為替相場で換算されております。その結果生じる換算調整額は、その他の包括利益累計額に含

まれております。 

(20) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(21) １株当たり利益 

 １株当たり利益は、SFAS第128号「１株当たり利益(Earnings Per Share)」の規定に基づいて表示されております。

SFAS第128号では、基本的１株当たり利益は、潜在的な普通株式による希薄化を考慮せず、連結当期純利益を発行済普通

株式の加重平均数で除して計算されております。潜在株式調整後１株当たり利益は、普通株式の発行をもたらす証券また

はその他の契約が行使されるか、または普通株式へ転換されることによる希薄化を反映しております。潜在株式調整後１

株当たり利益は、当期純利益を加重平均株式数に希薄化効果を有する潜在株式が発行された場合の追加の株式数を加えた

株式数で除して計算されております。 

(22) 見積りの使用 

 連結財務諸表の作成において、当社及び子会社のマネジメントは、資産及び負債の報告金額、決算日における偶発的な

資産及び負債の開示、そして報告期間における収益及び費用の報告金額に影響を与える見積り及び仮定を行う必要があり

ます。実際の結果は、それらの見積りと異なる可能性があります。 

 当社及び子会社は、仮定と見積りが連結財務諸表に特に重要な影響を及ぼす領域が４つあると認識しております。その

４つとは、収益の認識、ソフトウエア制作に係る会計処理、長期性資産及び無形固定資産における減損、そして繰延税金



資産の実現可能性の領域であります。 

(23)  近公表された会計基準 

 平成18年９月、FASBはSFAS第157号「公正価値による測定(Fair Value Measurements)」を公表しました。SFAS第157号

は、公正価値を定義し、公正価値の測定に関する枠組みを構築するとともに、公正価値の測定に関する開示について規定

しております。SFAS第157号は、平成19年11月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社及び子会社は、

SFAS第157号の適用が当社及び子会社の連結財務諸表に重要な影響を与えることはないと予想しております。 

 平成18年９月、FASBはSFAS第158号「確定給付型年金制度及びその他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理

(Employers' Accounting for Defined Benefit Pension and Other Postretirement Plans)」を公表しました。SFAS第

158号は、確定給付型退職後給付制度の積立状況を連結貸借対照表で認識し、年金資産の公正価値及び予測給付債務を連

結会計年度末日現在で測定すること等を要求しております。当社及び子会社は、SFAS第158号の認識等に関する規定を平

成19年３月31日より適用しております。また、当社及び子会社は、平成20年12月16日以降に終了する連結会計年度より適

用されるSFAS第158号の退職後給付制度の測定日等に関する規定が当社及び子会社の連結財務諸表に重要な影響を与える

ことはないと予想しております。 

 平成19年２月、FASBはSFAS第159号「金融資産及び金融負債に関する公正価値のオプション－SFAS第115号の改訂を含む

(The Fair Value Option for Financial Assets and Financial Liabilities)」を公表しました。SFAS第159号は、特定

の金融資産及び金融負債について公正価値による測定を選択できることを規定しており、公正価値を選択した項目に関す

る未実現損益は損益に計上されることとなります。SFAS第159号は、平成19年11月16日以降に開始する連結会計年度より

適用されます。当社及び子会社は、SFAS第159号の適用が当社及び子会社の連結財務諸表に重要な影響を与えることはな

いと予想しております。 

４．合併及び買収 

 平成18年５月31日に、当社は、健康サービス事業における健康関連機器の商品ラインナップ拡充を図るため、コンビウ

ェルネス株式会社(以下「CWN」)の発行済株式すべてを600百万円の現金で取得しております。CWNは当社の連結子会社と

なり、取得日より経営成績は連結財務諸表に含まれております。 

 以下の表は、平成18年５月31日現在のCWNの要約貸借対照表であり、パーチェス法による調整を反映させております。 

 なお、CWNの取得から発生した営業権は、すべて当社及び子会社の健康サービス事業に割り当てられております。 

 平成18年７月５日に、当社の連結子会社であるKonami Digital Entertainment, Inc.は、北米におけるデジタルエンタ

テインメント事業の拡充を図るため、Blue Label Interactive, Inc.と資産買収契約を締結し、同社の主要資産を1,099

百万円で買収いたしました。当社及び子会社は、パーチェス法による調整により営業権及び識別可能な無形固定資産をそ

れぞれ586百万円及び513百万円計上しております。 

 これらの取引により発生した営業権は、すべて当社及び子会社のデジタルエンタテインメント事業に割り当てられてお

ります。 

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、新規に連結子会社を取得したことにともなう、当社及び子会社の売

上高、中間(当期)純利益及び１株当たり中間(当期)純利益に与える重要な影響はありません。 

  金額（百万円）

 流動資産 1,063 

 有形固定資産 8 

 営業権 438 

 識別可能な無形固定資産 161 

 その他の資産 30 

  取得資産計 1,700 

 流動負債 1,100 

  引継負債計 1,100 

  取得純資産計 600 



５．関連会社株式 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日時点における関連会社株式の帳簿価額は、それぞれ6,084

百万円、6,317百万円及び6,213百万円で、投資原価のうち、関連会社の純資産における当社持分を超過する金額(以下

「持分法営業権」)として4,291百万円を含んでおります。平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現

在における上場している持分法適用関連会社の市場価額の合計は、それぞれ4,815百万円、5,279百万円及び6,458百万円

となっております。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在における、連結利益剰余金に含まれる関連会社未分配

利益の当社持分は、それぞれ91百万円、324百万円及び220百万円となっております。 

 平成18年９月30日、平成19年9月30日及び平成19年３月31日現在、当社の保有する関連会社株式は次のとおりでありま

す。 

６．棚卸資産 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、棚卸資産の内訳は次のとおりであります。 

７．市場性のある有価証券 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、市場性のある有価証券の内訳は次のとおりでありま

す。  

 平成19年３月31日現在において、未実現損失が12ヶ月未満継続的に生じている売却可能な有価証券の未実現損失及び公

正価値は、それぞれ54百万円及び30百万円であります。 

  事業内容 取得日 出資比率 

 リゾートソリューション株式会社 リゾート施設運営 平成18年３月 20.0％ 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

商品及び製品 8,091 10,472 11,068 

仕掛品 12,963 12,569 10,171 

原材料及び貯蔵品 3,302 3,499 2,997 

    合計 24,356 26,540 24,236 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 
取得原価 

(百万円) 

未実現 

評価益 

(百万円)

未実現 

評価損 

(百万円) 

公正価額

(百万円)

取得原価

(百万円)

未実現 

評価益 

(百万円)

未実現 

評価損 

(百万円)

公正価額

(百万円)

取得原価

(百万円)

未実現 

評価益 

(百万円) 

未実現 

評価損 

(百万円) 

公正価額

(百万円)

売却可能な有価証券                        

持分証券 460 71 － 531 544 111 － 655 544 211 54 701

計 460 71 － 531 544 111 － 655 544 211 54 701



８．有形固定資産 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、有形固定資産の内訳は次のとおりであります。 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における減価償却費は、それぞれ2,975百万円、3,728百

万円及び7,624百万円であります。 

９．営業権及び識別可能な無形固定資産 

 当社及び子会社は、SFAS第142号にしたがい、帳簿上の営業権の回収可能性の評価を行っております。 

 営業権の評価において、当社及び子会社は、報告単位の公正価額を算定するために、第三者である資産鑑定会社を用い

ております。資産鑑定会社は、公正価額の算定において主に割引キャッシュ・フロー分析を用いますが、加えて被買収会

社の株価及び株式時価総額、報告単位における資産と負債の構成を含むその他の評価方法も採用します。分析において用

いられる重要な前提条件は以下のとおりであります。 

 1）報告単位の予想売上成長率、予想利益率及び運転資本の予想水準、2）割引率、3）永続価値 

 報告単位の予想売上成長率、予想利益率及び運転資本の予想水準は、マネジメントによる将来の業績予想に基づいてお

ります。 

 報告単位に割り当てられた、その他の無形固定資産の回収可能性の評価において、当社及び子会社は主に割引キャッシ

ュ・フロー分析及びその他の適用可能な評価方法を用い、場合によっては第三者による評価を採用しております。 

 前中間連結会計期間における事業セグメント別の営業権の帳簿価額における変動は次のとおりであります。 

 前中間連結会計期間において、当社は、コンビウェルネス株式会社の発行済株式すべてを取得し、同社を健康サービス

事業の連結子会社としております。また、デジタルエンタテインメント事業に属する連結子会社である

Konami Digital Entertainment, Inc.は、Blue Label Interactive, Inc.と資産買収契約を締結し、同社の主要資産を買

収しております。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

有形固定資産－取得価額      

土地 10,278 10,361 10,361 

建物及び構築物 45,925 59,110 53,321 

工具器具備品 23,755 26,468 25,553 

建設仮勘定 1,629 820 2,420 

合計 81,587 96,759 91,655 

差引：減価償却累計額 △37,366 △38,250 △38,361 

有形固定資産合計－純額 44,221 58,509 53,294 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日) 

区分 
デジタルエンタテ
インメント事業 

（百万円） 

 健康サービス
事業 

（百万円）  

ゲーミング＆ 
システム事業 
（百万円）  

合計 
（百万円） 

平成18年３月31日現在の残高 14,996 6,981 125 22,102 

期中新規取得 548 533 － 1,081 

営業権と相殺される税効果の当初認識額 △70 △151 － △221 

平成18年９月30日現在の残高 15,474 7,363 125 22,962 



 当中間連結会計期間における事業セグメント別の営業権の帳簿価額における変動は次のとおりであります。 

 前連結会計年度における事業セグメント別の営業権の帳簿価額における変動は次のとおりであります。 

前連結会計年度において、当社は、コンビウェルネス株式会社の発行済株式すべてを取得し、同社を健康サービス事

業の連結子会社としております。また、デジタルエンタテインメント事業に属する連結子会社である

Konami Digital Entertainment, Inc. は、Blue Label Interactive, Inc. と資産買収契約を締結し、同社の主要資産を

買収しております。 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日) 

区分 
デジタルエンタテ
インメント事業 

（百万円） 

 健康サービス
事業 

（百万円）  

ゲーミング＆ 
システム事業 
（百万円）  

合計 
（百万円） 

平成19年３月31日現在の残高 15,521 7,092 125 22,738 

営業権と相殺される税効果の当初認識額 △97 △87 － △184 

為替による影響額 △13 － － △13 

平成19年９月30日現在の残高 15,411 7,005 125 22,541 

 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

区分 
デジタルエンタテ
インメント事業 

（百万円） 

 健康サービス
事業 

（百万円）  

ゲーミング＆ 
システム事業 
（百万円）  

合計 
（百万円） 

平成18年３月31日現在の残高 14,996 6,981 125 22,102 

期中追加取得 638 438 － 1,076 

営業権と相殺される税効果の当初認識額 △113 △327 － △440 

平成19年３月31日現在の残高 15,521 7,092 125 22,738 



 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、主に子会社取得にともない計上した識別可能な無形

固定資産の内訳は次のとおりであります。 

 耐用年数を見積ることのできない償却対象外の無形固定資産は、SFAS第142号で規定されている基準に基づいて資産毎

に定期的に再評価されております。その規定は、当社の資産使用状況、有効期間ないしは実質的な負担なしの更新・延長

に影響を与える法律上のないしは契約上の条件及び需要・競合その他の経済状況に対する考慮を含みます。既存の技術、

会員リスト、フランチャイズ及びその他の契約に関わる無形固定資産は、見積耐用年数２年から15年にわたる期間で償却

されております。 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における識別可能な無形固定資産の償却費は、それぞれ

349百万円、358百万円及び704百万円であります。また、当中間連結会計期間以降の見積償却額は次のとおりでありま

す。 

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

償却対象の識別可能な無形固定資産：      

既存の技術等 513 513 513 

フランチャイズ契約等 2,202 2,202 2,202 

会員リスト 727 819 819 

計 3,442 3,534 3,534 

控除：償却累計額 △347 △1,061 △702 

償却対象の識別可能な無形固定資産純

額 
3,095 2,473 2,832 

償却対象外の識別可能な無形固定資産：      

商標 35,340 35,410 35,410 

ゲーミングライセンス 317 366 343 

償却対象外の識別可能な無形固定資産

合計 
35,657 35,776 35,753 

識別可能な無形固定資産合計 38,752 38,249 38,585 

３月31日終了の連結会計年度 金額（百万円） 

平成20年(下半期) 320 

平成21年 336 

平成22年 211 

平成23年 169 

平成24年 169 



10．退職給付制度 

 当社及び国内子会社は、確定給付型の従業員向け退職給付制度を採用しております。この制度において、従業員に対す

る退職給付金及び退職一時金の支払額は、通常、退職時の給与水準、勤続年数及びその他の要素により決定されます。全

従業員は確定給付型の制度にとどまるか、この制度から脱退し在籍期間中にすべての報酬を受け取れる年俸制へ移行する

かのどちらかを選択することができます。年俸制の社員の退職時に別途退職一時金及び退職給付金が支払われることはあ

りません。 

 当社及び子会社は、平成19年３月31日にSFAS第158号の積立状況の認識等に関する規定を適用しております。これにと

もない、確定給付型退職給付債務の積立状況(すなわち、年金資産の公正価値と退職給付債務の差額)を連結貸借対照表で

認識しており、それに対応する調整を税効果考慮後で、その他の包括利益累計額に計上しております。その他の包括利益

累計額への調整項目は、従来SFAS第87号にしたがって、連結貸借対照表上において積立状況と相殺していた数理計算上の

差異、未償却の過去勤務債務であります。 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、SFAS第87号にしたがって処理された当社

及び国内子会社の制度による退職給付費用の純額には、次のものが含まれております。 

11．長期借入債務 

 当中間連結会計期間において、当社は以下の社債を新規に発行しております。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

区分    金額（百万円）    金額（百万円）  金額（百万円） 

勤務費用 117 117 233 

 退職給付債務の利息費用 11 12 23 

 年金資産の期待運用収益 △22 △23 △44 

 数理計算上の差異の費用処理額 △25 △30 △51 

 過去勤務債務の償却 △7 △7 △13 

 退職給付費用－純額 74 69 148 

銘柄 発行総額（百万円） 発行年月日 利率 償還期限 

第６回無担保社債 5,000 平成19年９月５日 年1.51％ 平成23年９月５日 

第７回無担保社債 5,000 平成19年９月５日 年1.61％ 平成24年９月５日 

第８回無担保社債 5,000 平成19年９月５日 年1.73％ 平成25年９月５日 



12. その他の包括利益 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、その他の包括利益累計額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

為替換算調整額：      

期首残高 3,907 5,174 3,907 

外貨表示財務諸表の換算に  

よる調整総額 
483 143 1,267 

残高－期末 4,390 5,317 5,174 

売却可能な有価証券の未実現評

価損益－純額： 
      

期首残高 66 93 66 

増減額－純額 △25 △27 27 

残高－期末 41 66 93 

小年金債務調整額：       

期首残高 △16 － △16 

期中調整額 16 － 16 

残高－期末 － － － 

年金債務調整額：       

  期首残高 － 350 － 

  期中調整額 － △22 － 

  SFAS第158号の適用による 

  調整  
－ － 350 

残高－期末 － 328 350 

その他の包括利益累計額総額：       

期首残高 3,957 5,617 3,957 

期中調整額 474 94 1,310 

SFAS第158号の適用による 

調整 
－ － 350 

期末残高 4,431 5,711 5,617 



 その他の包括利益及び調整を成す各項目に割り当てられる税効果は、次のとおりであります。 

13．デリバティブ 

 当社及び子会社は、日本円建て以外の確定約定に適用される為替相場の短期的な変動によるリスクを軽減するために、

３ヶ月から６ヶ月の期間の先物為替予約を利用しております。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、未決済のデリバティブの契約残高合計は次のとおり

であります。 

 当社及び子会社は、先物為替予約をヘッジ取引には指定しておりません。したがって、前中間連結会計期間及び前連結

会計年度において、先物為替予約から発生した為替差損益として、それぞれ、17百万円の為替差損及び14百万円の為替差

益が、添付の連結損益計算書のその他－純額に計上されております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連

結会計年度における為替差損益は、これらの先物為替予約に係るものを含め、それぞれ、40百万円の差益、52百万円の差

益、及び330百万円の差損になります。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

区分 
税効果 
考慮前 
(百万円) 

税効果額 
(百万円) 

税効果 
考慮後 
(百万円) 

税効果 
考慮前 
(百万円) 

税効果額
(百万円) 

税効果 
考慮後 
(百万円) 

税効果 
考慮前 
(百万円) 

税効果額 
(百万円) 

税効果 
考慮後 
(百万円) 

為替換算調整額 483 － 483 143 － 143 1,267 － 1,267

売却可能な有価証券の未実

現評価損益－純額 
                 

期中発生額 △41 16 △25 △46 19 △27 45 △18 27

控除：中間(当期)純利益

への組替額 
0 0 0 － － － 0 0 0

 未実現損益－純額 △41 16 △25 △46 19 △27 45 △18 27

  小年金債務調整額 16 － 16 － － － 16 － 16

 年金債務調整額                  

 数理計算上の差異                  

 当期償却額 － － － △30 12 △18 － － －

 過去勤務債務                  

 当期償却額 － － － △7 3 △4 － － －

 年金債務調整額計 － － － △37 15 △22 － － －

その他の包括利益計 458 16 474 60 34 94 1,328 △18 1,310

SFAS第158号の適用による

調整 
－ － － － － － 592 △242 350

     計 458 16 474 60 34 94 1,920 △260 1,660

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

先物為替予約      

売建て 1,794 － 876 



14．金融商品の公正価額 

（現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、未払費用、短期借入金） 

 これらの帳簿価額は、短期のうちに満期が到来するため、公正価額とほぼ同額となっております。 

（市場性のある投資有価証券） 

 当社及び子会社の投資有価証券の公正価額は、株式市場相場を基にしております。 

（市場性のない投資有価証券） 

 市場価値が存在しない市場性のない投資有価証券について、公正価額の合理的な見積りには過大な費用をともないま

す。非公開企業の普通株式について公正価額を見積もることは現実的ではありません。したがって、それらの投資は取得

原価で計上されております。 

（長期借入債務） 

 当社及び子会社の長期借入債務の公正価額は、 も活発な市場における相場、または満期が類似する同種の借入債務に

対しての当社における現行の借入レートを用いて割引計算を行った、おのおのの契約の将来キャッシュ・フローの現在価

値に基づいております。 

（デリバティブ） 

 主に売買目的以外の目的で利用される為替予約からなるデリバティブの公正価額は、仲介業者から入手した見積りに基

づいております。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、当社及び子会社が保有する金融商品の見積公正価額

は次のとおりであります。 

（見積公正価額の限界） 

 公正価額の見積りは、市場の関連情報や金融商品についての情報を基に、ある一時点において行われます。これらの評

価は、実際には主観的で不確定要素及び重要な判断事項を含んでいるため、正確に算定することはできません。前提条件

の変更は、この評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 
帳簿価額 
(百万円) 

見積公正価額
(百万円) 

帳簿価額 
(百万円) 

見積公正価額
(百万円) 

帳簿価額 
(百万円) 

見積公正価額
(百万円) 

デリバティブ以外の金融商品：            

売却可能な有価証券 531 531 655 655 701 701

長期借入債務 

－１年以内返済額含む 
△32,278 △31,589 △26,684 △26,004 △26,980 △26,592

デリバティブ：            

先物為替予約：            

資産 － － － － 14 14

負債 △17 △17 － － － －



15．中間連結キャッシュ・フロー計算書に対する補足開示 

16．セグメント情報 

 SFAS第131号「企業のセグメントと関連情報の開示(Disclosures about Segments of an Enterprise and Related 

Information)」において、事業別セグメントは、資源配分や業績評価を決定する上で、 高意思決定者によって定期的に

評価されるそれぞれ独立した財務情報が入手可能な事業単位と定義されております。各事業セグメントは、異なる市場に

おいて異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に管理されております。 

 当社及び子会社の活動は、主として次の３つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。 

 （注）・その他の項目は、SFAS第131号における量的基準を満たさない事業から構成されております。 

・全社の項目は、主に本社費用より構成されております。 

・消去の項目は、主にセグメント間取引高消去及び棚卸資産の未実現利益消去等から構成されております。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

現金支出：      

利息 554 470 1,024 

法人税等 9,024 3,437 15,139 

新規連結子会社の現金の取得：      

取得資産の公正価額 728 － 997 

債務引受額 △1,034 － △1,286 

営業権 533 － 491 

現金支出及び現金取得の純額 227 － 202 

キャピタル・リース資産の取得 2,421 319 12,007 

資産除却債務の認識に伴う有形

固定資産の増加 
75 801 159 

①デジタルエンタテインメント事業 ゲームソフト、トイ＆ホビー、アミューズメント、オンライン、マルチメディ

ア等のデジタルコンテンツ及びそれに関わる製品の制作、製造及び販売 

②健康サービス事業 スポーツクラブ施設運営、フィットネス機器から健康関連商品の制作、製造及

び販売 

③ゲーミング＆システム事業 
カジノ施設向けゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの開発、製

造、販売及びサービス 



 以下の表は、事業セグメント別の売上高、営業損益を要約したもので、当社及び子会社の経営成績を評価するため、ま

たセグメントの収益性及び業績を評価するための主要な指標として、 高意思決定者によって利用されているものであり

ます。この情報は、米国会計基準により作成した当社及び子会社の経営管理資料に基づいたものであります。 



【事業別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 「セグメント間の内部売上高又は振替高」は、主に、デジタルエンタテインメント事業から健康サービス事業へのハー

ドウェア製品及び部品の販売から構成されております。 

 
デジタルエンタテイ

ンメント事業 
(百万円) 

健康サービス事業 
(百万円) 

ゲーミング＆ 
システム事業  

(百万円) 

その他又は 
全社・消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益          

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 

62,834 

 

44,391 

 

7,718 

 

4,656 

 

119,599 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
706 54 － △760 － 

計 63,540 44,445 7,718 3,896 119,599 

営業費用 52,154 41,073 6,714 9,543 109,484 

営業損益 11,386 3,372 1,004 △5,647 10,115 

 
デジタルエンタテイ

ンメント事業 
(百万円) 

健康サービス事業 
(百万円) 

ゲーミング＆ 
システム事業  

(百万円) 

その他又は 
全社・消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益          

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 

73,210 

 

43,740 

 

7,600 

 

9,193 

 

133,743 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
768 159 － △927 － 

計 73,978 43,899 7,600 8,266 133,743 

営業費用 60,674 40,286 6,650 13,091 120,701 

営業損益 13,304 3,613 950 △4,825 13,042 

 
デジタルエンタテイ

ンメント事業 
(百万円) 

健康サービス事業 
(百万円) 

ゲーミング＆ 
システム事業  

(百万円) 

その他又は 
全社・消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益          

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 

163,654 

 

88,326 

 

16,744 

 

11,555 

 

280,279 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,206 133 － △1,339 － 

計 164,860 88,459 16,744 10,216 280,279 

営業費用 133,463 80,937 14,574 23,160 252,134 

営業損益 31,397 7,522 2,170 △12,944 28,145 



【所在地別セグメント情報】  

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 外部顧客に対する売上高については、製品が販売され、サービスが提供される場所に基づいて、それぞれの地域を決定

しております。 

 北米は、主として、アメリカ合衆国から構成されております。 

 
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益              

売上高 

(1)外部顧客に対する売上

高 

99,201 11,792 5,117 3,489 119,599 － 119,599 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
7,450 539 237 177 8,403 △8,403 － 

計 106,651 12,331 5,354 3,666 128,002 △8,403 119,599 

営業費用 95,233 13,324 6,707 3,371 118,635 △9,151 109,484 

営業損益 11,418 △993 △1,353 295 9,367 748 10,115 

 
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益              

売上高 

(1)外部顧客に対する売上

高 

111,761 12,026 6,457 3,499 133,743 － 133,743 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
4,489 2,184 0 160 6,833 △6,833 － 

計 116,250 14,210 6,457 3,659 140,576 △6,833 133,743 

営業費用 102,116 14,797 7,373 3,320 127,606 △6,905 120,701 

営業損益 14,134 △587 △916 339 12,970 72 13,042 

 
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益              

売上高 

(1)外部顧客に対する売上

高 

206,343 34,847 31,650 7,439 280,279 － 280,279 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
27,219 1,904 295 530 29,948 △29,948 － 

計 233,562 36,751 31,945 7,969 310,227 △29,948 280,279 

営業費用 205,831 40,346 28,860 7,249 282,286 △30,152 252,134 

営業損益 27,731 △3,595 3,085 720 27,941 204 28,145 



17. 契約債務及び偶発債務 

 当社及び子会社は、係争中の訴訟の対象となっております。しかし、顧問弁護士との協議を含む検討の結果、マネジメ

ントはそれらの訴訟による債務は仮にあったとしても、当社及び子会社の財政状態や経営成績への影響は軽微と考えてお

ります。 

 平成19年９月30日現在、当社及び子会社は約1,777百万円の有形固定資産及びその他の資産の購入等に係る確定発注を

行っております。 

18. 後発事象 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   27,599     28,537     33,319    

２．営業未収入金   －     2,712     5,666    

３．短期貸付金   17,624     18,091     5,618    

４．その他 ※2 3,963     3,154     3,179    

貸倒引当金   △26     △18     △13    

流動資産合計     49,161 28.7   52,477 29.9   47,770 28.4

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1 72     491     289    

２．無形固定資産   7     8     8    

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   117,681     120,737     117,809    

(2)その他   4,379     1,643     2,555    

貸倒引当金   △10     △8     △9    

投資その他の資産合計   122,050     122,373     120,355    

固定資産合計     122,130 71.3   122,872 70.1   120,652 71.6

資産合計     171,291 100.0   175,350 100.0   168,423 100.0

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．短期借入金   6,450     4,958     6,769    

２．１年以内に償還予定の社
債   15,000     －     15,000    

３．１年以内に返済予定の長
期借入金   592     592     592    

４．未払法人税等   262     334     71    

５．役員賞与引当金   110     －     240    

６．その他 ※2 849     1,428     3,471    

流動負債合計     23,264 13.6   7,313 4.2   26,143 15.5

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   －     15,000     －    

２．長期借入金   2,034     1,442     1,738    

３．退職給付引当金   －     34     －    

４．役員退職慰労引当金   1,332     －     1,332    

５．預り保証金   599     －     －    

６．その他    －     1,332     29    

固定負債合計     3,965 2.3   17,808 10.1   3,100 1.9

負債合計     27,230 15.9   25,121 14.3   29,243 17.4

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     47,398 27.7   47,398 27.0   47,398 28.1

２．資本剰余金                    

(1)資本準備金   36,893     36,893     36,893    

(2)その他資本剰余金   6,588     6,513     6,549    

資本剰余金合計     43,482 25.4   43,407 24.8   43,443 25.8

３．利益剰余金                    

(1)利益準備金   283     283     283    

(2)その他利益剰余金                    

別途積立金   52,094     52,094     52,094    

繰越利益剰余金   18,441     24,449     13,446    

利益剰余金合計     70,820 41.3   76,828 43.8   65,825 39.1

４．自己株式     △17,679 △10.3   △17,470 △9.9   △17,579 △10.4

株主資本合計     144,021 84.1   150,163 85.7   139,088 82.6

Ⅱ 評価・換算差額等                    

  その他有価証券評価差額
金 

    40 0.0   64 0.0   91 0.0

評価・換算差額等合計     40 0.0   64 0.0   91 0.0

純資産合計     144,061 84.1   150,228 85.7   139,179 82.6

負債純資産合計     171,291 100.0   175,350 100.0   168,423 100.0

                     



②【中間損益計算書】 

   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 営業収益 ※1                   

１．経営管理料収入 ※1  2,953     2,592     5,418    

２．受取配当金収入 ※1  1,773 4,727 100.0 15,360 17,952 100.0 1,778 7,196 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管理費     2,137 45.2   2,360 13.2   5,757 80.0 

営業利益     2,589 54.8   15,592 86.8   1,439 20.0 

Ⅲ 営業外収益 ※2   102 2.1   144 0.8   229 3.2 

Ⅳ 営業外費用 ※3   216 4.5   236 1.3   391 5.4 

経常利益     2,475 52.4   15,500 86.3   1,278 17.8 

Ⅴ 特別損失     － －   15 0.1   78 1.1 

税引前中間(当期)純利益     2,475 52.4   15,484 86.2   1,199 16.7 

法人税、住民税及び事業
税   △346     837     △898    

法人税等調整額   544 197 4.2 △61 775 4.3 1,109 210 3.0 

中間(当期)純利益     2,278 48.2   14,708 81.9   988 13.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,674 43,568 283 34,094 38,168 72,546 △10,238 153,275 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △3,785 △3,785   △3,785 

役員賞与（注）             △220 △220   △220 

別途積立金の積立（注）           18,000 △18,000 －   － 

中間純利益             2,278 2,278   2,278 

自己株式の取得                 △7,689 △7,689 

自己株式の処分     △85 △85         248 162 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △85 △85 － 18,000 △19,726 △1,726 △7,441 △9,254 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,588 43,482 283 52,094 18,441 70,820 △17,679 144,021 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

64 64 153,339 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △3,785 

役員賞与（注）     △220 

別途積立金の積立（注）     － 

中間純利益     2,278 

自己株式の取得     △7,689 

自己株式の処分     162 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△23 △23 △23 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△23 △23 △9,278 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

40 40 144,061 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,549 43,443 283 52,094 13,446 65,825 △17,579 139,088 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △3,705 △3,705   △3,705 

中間純利益             14,708 14,708   14,708 

自己株式の取得                 △13 △13 

自己株式の処分     △35 △35         122 86 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △35 △35 － － 11,003 11,003 108 11,075 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,513 43,407 283 52,094 24,449 76,828 △17,470 150,163 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

91 91 139,179 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △3,705 

中間純利益     14,708 

自己株式の取得     △13 

自己株式の処分     86 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△27 △27 △27 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△27 △27 11,048 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

64 64 150,228 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,674 43,568 283 34,094 38,168 72,546 △10,238 153,275 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △3,785 △3,785   △3,785 

剰余金の配当             △3,704 △3,704   △3,704 

役員賞与（注）             △220 △220   △220 

別途積立金の積立（注）           18,000 △18,000 －   － 

当期純利益             988 988   988 

自己株式の取得                 △7,732 △7,732 

自己株式の処分     △124 △124         392 267 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △124 △124 － 18,000 △24,721 △6,721 △7,340 △14,187 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

47,398 36,893 6,549 43,443 283 52,094 13,446 65,825 △17,579 139,088 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

64 64 153,339 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △3,785 

剰余金の配当     △3,704 

役員賞与（注）     △220 

別途積立金の積立（注）     － 

当期純利益     988 

自己株式の取得     △7,732 

自己株式の処分     267 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

27 27 27 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

27 27 △14,160 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

91 91 139,179 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)  ────── 

  

(2)  ────── 

  

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

    

  

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。  

  

  

    

  

(追加情報)  

  法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しており

ます。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3)  ────── (3)長期前払費用 

  定額法 

 (3)長期前払費用 

     同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出

に充てるため、支給見込額

の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(2)  ────── 

  

(2)役員賞与引当金 

  役員に対する賞与の支出

に充てるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  (3)退職給付引当金（前払年

金費用） 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異については、13年による

按分額を費用に戻し入れ処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(８年)による定

額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することにし

ております。 

(3)退職給付引当金（前払年

金費用） 

同左 

(3)退職給付引当金（前払年

金費用） 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差

異については、13年による

按分額を費用に戻し入れ処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(８年)に

よる定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

とにしております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金

の支払いに充てるため、内

規による中間会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。 

(4)役員退職慰労引当金 

────── 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金

の支払いに充てるため、内

規による期末要支給額を計

上しております。 

    (追加情報) 

 役員に対する退職慰労金

の支払いに充てるため、内

規による中間会計期間末要

支給額を計上しておりまし

たが、役員退職慰労金制度

を廃止し、平成19年６月28

日開催の定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金の打

ち切り支給を決議しまし

た。これにより、役員退職

慰労引当金残高を全額取崩

し、打ち切り支給額に対す

る未払分については、固定

負債の「その他」に含めて

表示しております。 

  

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理につ

いては、税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益はそれぞれ 

110百万円減少しております。 

      ────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ240百

万円減少しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は144,061百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

      ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は139,179百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

          ────── 

（中間貸借対照表） 

 「営業未収入金」は、前中間会計期間まで流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、内容をより明

瞭に表示するため、当中間会計期間末より区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間会計期間末の「営業未収入金」の金額は、

2,953百万円であります。  

 「短期貸付金」は、前中間会計期間まで流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末

において資産の総額の100分の５を超えたため、区分掲記

しました。 

 なお、前中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は、

4,121百万円であります。 

           ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

168百万円 215百万円 202百万円

※２．消費税等の取り扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、その差額を流動資

産の「その他」に計上しておりま

す。 

※２．消費税等の取り扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、その差額を流動負

債の「その他」に計上しておりま

す。 

※２．   ────── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．当社は、平成18年３月31日に、

デジタルエンタテインメント事業

を新たに設立した株式会社コナミ

デジタルエンタテインメントに承

継させる会社分割を行い、純粋持

株会社へ移行しました。これに伴

い、当社の事業活動は関係会社か

らの経営管理料収入及び受取配当

金収入が中心となったため、これ

らを「営業収益」として表示する

こととしております。 

※１．   ────── ※１．当社は、平成18年３月31日に、

デジタルエンタテインメント事業

を新たに設立した株式会社コナミ

デジタルエンタテインメントに承

継させる会社分割を行い、純粋持

株会社へ移行しました。これに伴

い、当社の事業活動は関係会社か

らの経営管理料収入及び受取配当

金収入が中心となったため、これ

らを「営業収益」として表示する

こととしております。 

※２．営業外収益の主なもの ※２．営業外収益の主なもの ※２．営業外収益の主なもの 

受取利息 87百万円 受取利息 133百万円 受取利息 207百万円

※３．営業外費用の主なもの ※３．営業外費用の主なもの ※３．営業外費用の主なもの 

社債利息 145百万円 社債利息 93百万円

社債発行費  85  

社債利息 224百万円

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 26百万円 

無形固定資産 0 

有形固定資産 83百万円

無形固定資産 1 

有形固定資産 62百万円

無形固定資産 2  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 3,354 3,072 87 6,339 

合計 3,354 3,072 87 6,339 

当社子会社の保有する自己株式の取得による増加 3,048千株 

単元未満株式の買取りによる増加 24千株 

ストックオプションの権利行使による減少 82千株 

単元未満株式の買増しによる減少 5千株 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 6,300 4 43 6,261 

合計 6,300 4 43 6,261 

単元未満株式の買取りによる増加 4千株 

ストックオプションの権利行使による減少 43千株 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 3,354 3,085 139 6,300 

合計 3,354 3,085 139 6,300 

当社子会社の保有する自己株式の取得による増加 3,048千株 

単元未満株式の買取りによる増加 37千株 

ストックオプションの権利行使による減少 133千株 

単元未満株式の買増しによる減少 6千株 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資
産 

34 21 12 

合計 34 21 12 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資
産 

34 27 7 

合計 34 27 7 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産 

34 24 9 

合計 34 24 9 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6百万円 

１年超 7 

合計 13 

１年内 6百万円

１年超 1 

合計 7 

１年内 6百万円

１年超 4 

合計 10 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 6百万円 

減価償却費相当額 6 

支払利息相当額 0 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9 

支払利息相当額 0 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法により算定し

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．支払利息相当額の算定方法 

同左 

５．支払利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(減損損失について) 

 同左 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 子会社株式 8,167 9,346 1,179 

 関連会社株式 5,993 4,814 △1,178 

合計 14,160 14,161 1 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 子会社株式 8,167 14,627 6,460 

 関連会社株式 5,993 5,279 △713 

合計 14,160 19,906 5,746 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,167 19,606 11,439 

関連会社株式 5,993 6,457 464 

合計 14,160 26,064 11,904 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は次のと

おりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,049円89銭

１株当たり中間純利益

金額 
16円40銭

１株当たり純資産額 1,094円21銭

１株当たり中間純利益

金額 
107円15銭

１株当たり純資産額 1,014円02銭

１株当たり当期純利益

金額 
7円16銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
16円39銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
107円13銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
7円15銭

区分 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間(当期)純利
益金額 

     

中間(当期)純利益（百万円） 2,278 14,708 988 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － － 

普通株式に係る中間(当期)
純利益（百万円） 

2,278 14,708 988 

期中平均株式数（千株） 138,906 137,272 138,140 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

     

中間(当期)純利益調整額 
（百万円） 

－ － － 

普通株式増加数（千株） 47 31 69 

（うち新株予約権）  (47)  (31) (69) 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権    ４種類 

新株予約権の数 27,479個 

新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １ 株

式等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載しており

ます。 

新株予約権    １種類 

新株予約権の数 10,870個 

新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １ 株

式等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載しており

ます。 

新株予約権    ２種類 

新株予約権の数  25,897個 

新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １ 株

式等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載しており

ます。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2)【その他】 

 平成19年11月８日開催の取締役会において、当事業年度中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(イ)中間配当による配当金の総額……………………3,706百万円 

(ロ)１株当たりの金額…………………………………27円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年11月30日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第35期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

(2) 発行登録書(普通社債)及びその添付書類 

平成19年７月20日関東財務局長に提出。 

(3) 訂正発行登録書 

平成19年７月23日関東財務局長に提出。 

(4) 発行登録追補書類(普通社債)及びその添付書類 

平成19年８月28日関東財務局長に提出。 

(5) 発行登録取下届出書(普通社債) 

平成19年９月６日関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

コナミ株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 秀敏  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田名部 雅文 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコナミ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸

表注記１及び３参照）に準拠して、コナミ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月21日

コナミ株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田名部 雅文 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大北 尚史  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコナミ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結資本勘定計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表注記１及び３参照）に準拠して、コナミ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

コナミ株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 秀敏  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田名部 雅文 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコナミ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、コナミ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月21日

コナミ株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田名部 雅文 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大北 尚史  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコナミ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、コナミ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結資本勘定計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業別セグメント情報
	所在地別セグメント情報

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/76
	pageform2: 2/76
	form1: EDINET提出書類  2007/12/21 提出
	form2: コナミ株式会社(359090)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/76
	pageform4: 4/76
	pageform5: 5/76
	pageform6: 6/76
	pageform7: 7/76
	pageform8: 8/76
	pageform9: 9/76
	pageform10: 10/76
	pageform11: 11/76
	pageform12: 12/76
	pageform13: 13/76
	pageform14: 14/76
	pageform15: 15/76
	pageform16: 16/76
	pageform17: 17/76
	pageform18: 18/76
	pageform19: 19/76
	pageform20: 20/76
	pageform21: 21/76
	pageform22: 22/76
	pageform23: 23/76
	pageform24: 24/76
	pageform25: 25/76
	pageform26: 26/76
	pageform27: 27/76
	pageform28: 28/76
	pageform29: 29/76
	pageform30: 30/76
	pageform31: 31/76
	pageform32: 32/76
	pageform33: 33/76
	pageform34: 34/76
	pageform35: 35/76
	pageform36: 36/76
	pageform37: 37/76
	pageform38: 38/76
	pageform39: 39/76
	pageform40: 40/76
	pageform41: 41/76
	pageform42: 42/76
	pageform43: 43/76
	pageform44: 44/76
	pageform45: 45/76
	pageform46: 46/76
	pageform47: 47/76
	pageform48: 48/76
	pageform49: 49/76
	pageform50: 50/76
	pageform51: 51/76
	pageform52: 52/76
	pageform53: 53/76
	pageform54: 54/76
	pageform55: 55/76
	pageform56: 56/76
	pageform57: 57/76
	pageform58: 58/76
	pageform59: 59/76
	pageform60: 60/76
	pageform61: 61/76
	pageform62: 62/76
	pageform63: 63/76
	pageform64: 64/76
	pageform65: 65/76
	pageform66: 66/76
	pageform67: 67/76
	pageform68: 68/76
	pageform69: 69/76
	pageform70: 70/76
	pageform71: 71/76
	pageform72: 72/76
	pageform73: 73/76
	pageform74: 74/76
	pageform75: 75/76
	pageform76: 76/76


